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概 要 
働き方の多様性はますますの広がりを見せる一方、日本の労働人口の減少には歯止めがきかない状況で
ある。労働力の希少性が高まる中、企業組織は、戦略的にその労働力環境に順応し、持続可能な模倣困難
性の高い競争力を築き上げていく必要がある。つまり、労働力の多様性の現状再認識や、今後の展開を予
測し、ターゲットとなる社内外の「人的資源」の再発掘と育成に努めなければならない。そのために、「現
代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスク」を加味した上で人材活用基準の尺度を整理し、その尺度に
基づいた組織構築戦略策定が肝要となる。 
本研究では、働き方の多様性の再認識と企業組織における活用方法に関心を向けて、①「社外組織活動」
と、②社内外組織それぞれにおける「プロアクティブ行動」に注目する。具体的には「社外組織活動」の
「社内活動」に対する影響と、「社外組織活動」を行う従業員の特徴を分析することによって把握可能と
なる「社外組織活動」の「社内活動」に与える影響の有無を調査・研究する。 
インターネットリサーチ会社を通じて、日本の総合職従業員 20 代～50 代の男女 400 名を、総務省の労
働力調査を基に、サンプル割付を実施し、社外組織活動と社内活動に関する意識調査を行い、実証分析を
試みた。そして、400 名のサンプルを、社内外活動ともに、プロアクティブ行動度合いが低い「現状満足
者」、社内活動だけがプロアクティブ行動度合いが高い「従来型企業戦士」、社外組織活動だけがプロア
クティブ行動度合いが高い「ライフ重視」、社内活動ともにプロアクティブ行動度合いが高い「マルチプ
ロアクティブ」に分類し、それぞれの特徴を定量的に分析、展開した。 
分析の結果、本研究で採用した、「プロアクティブ行動」、「組織コミットメント」、「プロアクティ
ブ性格」、「巻き込む力」、「レジリエンス力」「性格（ビッグ・ファイブ）」の尺度のうち、「従来型
企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較分析で、「組織コミットメント」以外は全て「マルチプロ
アクティブ」が優勢であることが明らかになった。また、「社外活動組織に帰属している者」と「社外活
動組織に帰属していない者」の比較分析の結果、有意な差であるとされた尺度については、全て、「従来
型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較分析と同じ構造をとることが明らかになった。以上の結
果から、「マルチプロアクティブ」および、「社外活動組織に帰属する者」の企業組織における活用付加
価値が高いことが判明した。 
また、本研究では、定量分析の結果が、定性的にも支持できるかを検証するため、「マルチプロアクテ
ィブ」人材 3名にインタビューを実施した。その結果、定量分析を支持する特徴があることが判明すると
同時に、「状況の俯瞰に長けている」、「境目のない熱意がある」という能力的、性格的特徴が新たに明
らかになった。 
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1. 研究概要－研究背景、問題意識、研究目的  
1.1 研究の背景 
 「ワーク・ライフ・バランス」が社会認知されてから久しい今日、働き方の多様性
はますますの広がりを見せている。反面、2005 年以来明確になっている日本における
労働人口(15 歳～64 歳)の減少に伴い、全世代的、そして、職種という意味における全
階層的な労働力人口の減少傾向にも歯止めがきかない状況である。 
 
表 1－1： 国立社会保障・人口問題研究所による「日本の将来推計人口（平成 24 年 1
月推計」 
 
 
 
そのような環境下において、企業組織は限られた人的資源の更なる有効活用の訴求
が求められている。つまり、多様化した働き方から供給され、かつ、絶対量が減少し
続ける「労働力」資源を有効活用するために、「労働力」確保という視点から、従業
員の働き方の多様性の更なる容認による労働環境の整備が重要となる。その上で、そ
の「働き方」の多様性に順応しながらも、市場に送り出す商品の品質と生産性を維持、
向上させる構造的な生産システムと、その生産システム運用の基盤となる従業員の労
働環境システムがリンクした組織構造を構築することで、持続可能な模倣困難性の高
い競争力を築き上げていくことが可能となるのである。従って、本研究の重心は、現
代日本企業組織の持続可能な競争力を維持、向上させるために必要な労働環境システ
ムの構築にあたっての人材活用・登用政策の在り方にある。 
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本論を前に、本研究の背景となる働き方の多様性を推し進めてきた近年の傾向につ
いて整理したい。働き方の多様性を推し進めた背景には以下に記す大きな二つの流れ
が存在すると考える。 
第一に、労働力人口の減少を背景とした「労働力」そのものの希少価値性の上昇で
ある。 
 
表 1－2： ㈱リクルートジョブズによる『2014 年 9 月度アルバイト・パート募集時平
均時給調査』 
 
 
 
表 1－2 はパート・アルバイトの募集時平均時給調査の変動である。㈱リクルートジ
ョブズの調査によれば、2014 年 9 月現在で、三大都市圏では、前年同月より 15 ヵ月
連続で上昇を続けていると発表している。また、15 ヵ月月前の一時期を除けば、直近
3 年間はベースとして前年同月比で上昇している。つまり、近年のデフレ脱却の諸政
策を待たずして単価が上昇しているのが明らかである。なお、パート・アルバイトに
期待する労働力は、人材派遣に期待する労働力やアウトソーシングと違い、固定費の
変動費化や教育コストの削減などを主な目的としないため、労働力の希少価値性を客
観的にとらえるには適した尺度である。同表のパート・アルバイトの単価は募集時労
働単価、つまり雇用者側の募集時の希望単価であるため、実態値としての募集広告費
や交通費、その他福利厚生費用を含む「総労務費」の傾きは年々上昇傾向にあると仮
定して間違いない。また、表 1－2 の参考値以外にも、震災復興需要や 2020 年開催予
定の東京オリンピックに対する期待を背景にした旺盛な建築需要、デフレ脱却の諸政
策が労働力の希少価値性をさらに押し上げていくのも想像に難くない。さらに、労働
人口が 2020 年に約 300 万人、2030 年までに 900 万人減少することは既定路線であり、
不可避である。その上、社会保障をはじめとする労働世代の年金需給世代に対する負
担は、資金側面も、物理的な労働工数という側面も増加する一方であり、産業構造も
否応なく変化していくことは疑いの余地がない。 
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つまり、仮に表 1-2 の労働単価の上昇基調が一過性の要因によるものであったとし
ても、その変化は労働力の需給バランスの結果であることは間違いないため、同じ理
由で、労働力人口の減少により、労働力供給が落ち込み、その希少価値性が上昇し、
単価を押し上げていくといえるのである。また、移民政策等で労働力を担保する考え
方が存在するのも事実であるが、非英語圏であり、かつ島国ある日本において、労働
力人口減少のスピードに合わせて移民政策を実施し、統治することは至難の政策であ
る。結果として、一部のグローバル大企業を除き、全世代的、職種の全階層的に、労
働の代替を移民により担保することは困難であると考える。以上のことから、労働力
の希少価値性はますます高まっていくと考えられる。 
第二に、IT インフラの発展と普及を背景とした情報入手の容易性上昇である。情報
入手の容易性が上昇したことによって、IT 機器端末ユーザー個々人から見た「活躍人
材のモデルケース、憧れ像」は大きく変化し、その分だけ、モデルケース数は加速度
的に膨張した。つまり、「手の届かない高嶺の花の憧れ的存在」としてのモデルケー
スから、個々人が、「実現可能なありたい自分と姿の近い存在」としてのモデルケー
スへと変化し、働き方の多様性も推し進めたと考えられる。具体的には「SNS」や
「WEB2.0」を基盤とした記事や動画の作成・投稿・共有サイトの普及が背景にある。 
 
表 1－3： ㈱ICT 総研「2014 年度 SNS 利用動向に関する調査」による SNS 利用者数、
SNS利用率の推移 
 
 
「SNS」や「WEB2.0」は運営会社がプラットフォームを提供し、「ネットワークの外
部性」を応用する形で、コンテンツをユーザーが提供し合うことで規模を拡大してき
た IT インフラである。そこに描かれる個人情報は、着飾った自分や想いのある作品を
紹介するケースが多く、いわば第三者に公開できる、投稿者が考える贅沢な「時間の
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過ごし方」であったり、同情や共感、羨望をさそう「働き方」であったり、熟考した
「考え方」であることが多い。つまり、「実現可能なありたい自分と姿の近い存在」
を映し出すモデル候補としての情報が、毎日毎時間、提供され続けているのである。
依然として社内における「働き方」のモデルは社内の「できる先輩」であることは否
定できないが、20 代から 30 代を中心とする「SNS」や「WEB2.0」ユーザーが、社内人
材以外の「働き方」に注目した結果、「働き方」やその考え方が多様化することは抑
えようのない流れである。それは、同世代の会社員が世界を股にかけて活躍するよう
な情報を仕入れてしまう場合も同様であり、「社内のキャリア」では到底到達できな
いモデルに対する憧れを提供することも事実である。 
以上の二つの流れが近年の「働き方」の潮目を大きく変えた背景と考える。つまり、
絶対的労働力量の減少がその希少性を押し上げ、IT の普及が、「働き方」の多様性の
広がりと常態化をさらに促した。これらの流れから供給される非画一的なニーズを抱
えた「労働力」つまり、「働き方」の多様性の受容が推進されたと考える。 
同じ時期、同じ背景で研究と施策の実行が進んだ「ワーク･ライフ･バランス」につ
いては第 2章で後述する。 
 
1.2 問題意識・研究概要・研究目的 
 前節で述べたように、労働の多様性はますますの広がりを見せており、企業組織は、
戦略的に労働力環境に順応し、持続可能な模倣困難性の高い競争力を築き上げていく
必要がある。つまり、労働力の多様性の現状再認識や、今後の展開を予測し、ターゲ
ットとなる社内外の「人的資源」の再発掘と育成に努めなければならない。そのため
には、「現代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスク」を加味した上で人材活用基
準の尺度を整理し、その尺度に基づいた組織構築戦略策定が肝要となるのである。 
本研究では、前述の将来の労働環境変化の方向性を大筋の流れと理解し、企業組織
が「現代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスクを加味した尺度」を策定するにあ
たって、特に考慮する必要があると思わる「働き方」新時代の「働き方」とその性質
に注目し、研究を展開する。具体的には、「働き方」の多様性の研究切り口として「社
外組織活動」を、性質として「プロアクティブ行動」に注目する。「社外組織活動」
とは、雇用関係にある企業組織における業務以外に、個人が任意で行う雇用関係のな
い組織における活動である。また、古川・山口(2012)はプロアクティブ（proactive）
を、新たな状況や課題の創出と解決に向けた、自発的で先取り志向の姿勢や活動のこ
とを言うとし、自発性と先取り性を基調とした新たな関係の創出と、率先巻き込み活
動も含んでいるとしている。そして、プロアクティブ活動の対象は、自分自身の課題
への取り組みと、関係者に対する働きかけの二つに分けられるとしている。つまり、
会社組織に対する姿勢だけを指す概念ではなく、自分自身と関係者という枠組みから
捉えると、自分自身を取り巻く環境に対しての行動である。 
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「社外組織活動」は、業務規程における就業時間外に行われる活動であるため、通
常、雇用者によって規制されるものではない。しかし、場合によっては、勤務先から
の残業要請や公休日の出勤要請を拒否する理由になるため、職場環境や雰囲気、管理
職または上司の考え方により、企業組織にとって不都合な活動と評価される可能性が
ある。（図 1－1） 
 
図 1－1： モデル『優秀社員 Aさんを取り巻く組織』 
 
 
「ワーク・ライフ・バランス」では、本来的には、仕事のみならず、家事や趣味を
含む個人生活における充足感や満足度を高めるために、そしてその充足感や満足感が
本業の生産性や組織への忠誠心を高めるために重要と認識され、企業組織でも制度設
計・施行されてきたが、反面、自己本位的な働き方を容認する論調でもある。また、
日本における「ワーク・ライフ・バランス」施策の実態としては女性従業員が本業と
家事業務を両立することが出来るための両立支援策の施策が中心となり、男性従業員
の家事参加や趣味の時間を考慮する施策は依然として不十分なままである。ただし、
本研究は、「ワーク・ライフ・バランス」の論調の延長として「社外組織活動」の容
認を求めるものではない。本研究の目的の端緒は、「社外組織活動」の「社内活動」
に対する影響と、「社外組織活動」を行う従業員の性格を分析することによって把握
可能となる「社外組織活動」の「社内活動」に与える影響の有無を調査・研究するも
のである。その上で、「社外組織活動」を行う従業員が、どのような特徴を持つかを
調査・研究するものである。また、それらの調査・研究結果をもとに、企業組織が「現
代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスクを加味した尺度」の策定についての考察
を展開する。 
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なお、本研究では、従業員の社内外の「プロアクティブ行動」に注目しているため、
のちに説明する質問紙調査では、基本尺度として使用する尺度を「プロアクティブ行
動」の度合いとしている。具体的には、「社外組織活動に対するプロアクティブ行動
度合い」の高低と、「社内活動に対するプロアクティブ行動度合い」の高低によって
分類される社内外プロアクティブ行動の四象限を作成した。本研究における質問紙調
査の対象者（N=400 名）をそれぞれのタイプに分類し、タイプ別にその特徴を明らか
にする定量的な比較、分析を試みる。（図 1－2） 
 
図 1－2： 社内外プロアクティブ行動の四象限 
 
 
また、定量的な質問紙調査に加え、定性的な調査として、社外組織活動をプロアク
ティブに展開するマルチプロアクティブの 3 氏にインタビューを実施し、同様に定性
的な比較、分析を試みるものである。なお、分類方法については第 4章で後述する。 
本研究の中心的な目的は、「ワーク・ライフ・バランス」の先行研究で議論された
既存企業内における取組の変遷と、本来的な「ワーク・ライフ・バランス」の重要性
という議論から一歩踏み出し、実態として存在する働き方の「新領域」を提示し、特
徴を分析することである。具体的には、社内活動においても社外組織活動においても、
プロアクティブ行動をとる勤労タイプ、つまりマルチプロアクティブで「あろう」と
するタイプが、働き方の「新領域」として社会認知されるとともに、企業組織内で活
躍する潜在的な可能性を有するかを検証することである。特に、従来から活躍し、重
宝されてきた従来型企業戦士タイプ、つまり企業組織を中心にプロアクティブ行動を
発揮し、成果を出す傾向にあるタイプが、マルチプロアクティブタイプと比較して、
どのような能力的、性格的な違いがあるかを明らかにすることである。一方で、社外
組織活動や社内活動に対してプロアクティブ行動の傾向が低いタイプが、マルチプロ
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アクティブと従来型企業戦士の比較方法同様に分析した場合に現れる特徴を明らかに
する。また、「社外組織活動をする従業員」と、「社外組織活動をしない従業員」と
の能力的、性質的な比較についても同様の分析を展開する。 
本研究の最終目的は、本研究での定量・定性の両調査結果を応用して、企業組織が
「現代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスクを加味した尺度」を策定し、社内外
の有能な人材の活用・登用に関する新たな手法を提言することにある。以上の研究目
的の達成を通じ、企業組織が持続可能な競争力を維持、向上させるために必要な労働
環境システムを構築することの一助になれば幸甚である。 
 
2. 先行研究の整理  
2.1 社外活動と社内活動の関係性に関する研究 
古川・山口（2012）が指摘する先取り志向や、プロアクティブ行動、Gratton（2012，
2014）によるレジリエンス（精神的な復元力）に関する研究と提言が存在するものの、
関心は主に企業組織の人材活用による持続可能な競争戦略に置かれており、社外活動
組織における活動の在り方については深く言及した研究は確認できない。そのような
中でも、状況論（Situative Perspective）の研究の延長として、文脈横断論
（cross-contextual learning theory）の中で、近年、状況論的認知の越境の有用性
についての研究がなされている。香川（2011）によれば、状況論とは、Lave&Wenger(1991)
の正統的周辺参加や、Engestrom(1987)の拡張的学習といった概念を筆頭に、主に 80
年代後半に体系化され現在に続く理論であり実践であるとしている。そこでは認知と
は個人の頭の内部に閉じたものではなく、常に社会的状況に開かれ、個々の状況によ
り多様であると説明される。つまり、認知や学習は、その場所の状況や環境そのもの
を含むすべてが、それらの認知や学習の源泉であると説明される議論である。そして、
状況とは人とモノとの関わりの中で次第に生み出されていくもの（作り出されていく
もの）であるとしている。そのため、人によって認知や学習効果に差が出ると解釈で
きる議論でもある。これらの研究は状況論の主流テーマである文脈横断論などで論じ
られている。香川（2012）は、文脈横断論とは、従来の、教室や遊び場面などの単一
状況に埋め込まれた学習過程の研究から、ある状況と別の状況（例えば、学校教育と
日常生活での認知）との間の乖離やつながり、それらの間をまたぐ過程で見られる発
達的変化といった、複数の状況間をまたぐ学習・発達過程に着目する領域であると説
明している。また、状況論的認知の間にある「境界」をまたぐことに関心をおき、
Engestrom(2001b)の「越境（boundaly crossing）」を紹介している。そこでは、「越
境」とは異なる集合体間の横のつながり、つまり水平方向の運動を活性化しながら、
古いシステムを新しいものへ垂直方向に改善ないし、発達させていく過程であると説
明する。 
近年では企業組織から離れた社外における意図的な学習として、越境学習と呼ばれ
る社外における自主勉強会やそのコミュニティーにおけるつながりの有用性を説いて
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いる研究も存在する。しかし、本研究のように、社外活動組織における活動全般の影
響を確認するに至った研究は確認できていない。 
 
2.2 ワーク・ライフ・バランスに関する研究 
古川・山口（2012）で、2012 年現在までに取り組まれてきた、企業組織によるワー
ク・ライフ・バランスの施策について解説がなされている。 
日本語では、「仕事と生活の調和」と翻訳されるが、DTI(Department of Trade and 
Industry:英国貿易産業省)では、「年齢や人種、性別にかかわらず、すべての人が仕
事と仕事以外の責任や欲求とをうまく調和しうる生活リズムを見つけられるように、
働き方を調整すること」と、2000 年に記述された。日本語では 2007 年に策定された
ワーク・ライフ・バランス憲章で「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら
働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」をワ
ーク・ライフ・バランスが実現した社会としている。つまり、バランスをとる対象は
家庭と仕事の関係だけでなく、地域社会やその他の学習も含む自身を取り巻く環境全
てを指していることがわかる。ワーク・ライフ・バランスの社会が実現されれば個人
は高い心理的安寧（well-being）を得ることができ、その安寧を背景に、仕事に対す
る生産性等の業績も押し上げることを期待しているのである。 
本来の定義にあてはめれば、ワーク・ライフ・バランスは従業員すべてに対して施
策されるべきものであるが、現実としては特定の層に対して施行されてきたのが日本
企業である。ワーク・ライフ・バランスには育児や介護といった家族的責任を負う従
業員を主たる対象とする両立支援策と、正社員全体を主たる対象とする長時間労働削
減の二つに大別される。日本では第 1章で明記した通り、2005 年以降、人口減少が始
まり、急速に少子高齢化が進み、労働人口も減少している。そのため、国家的な問題
に対する対応という意味合いから、女性の社会進出が望まれ、企業組織ではわかりや
すく、特定の層に対する両立支援策が中心的に進んだとされる。 
このようなワーク・ライフ・バランス施策の進展を見直し、男性従業員の育児休暇
取得支援や、本来の意味のワーク・ライフ・バランスを実現しようとする企業も出始
めたものの、依然として両立支援策が中核である。 
本来的なワーク・ライフ・バランスの施策が、企業組織にとって、長期的な視点に
立った時に有益であることを立証できるのはこれからである。特に価値観の多様性の
氾濫を背景に、迅速な対応が求められるならば、必要な施策となる。しかしながら、
本来的ワーク・ライフ・バランスの施策は、利用した従業員に有利に働き、利用でき
なかった従業員に業務のしわ寄せがくる特性もあることから、網羅的な配慮が必要な
施策となることが、企業組織の二の足を踏ませていると推察できる。 
本研究の関心は、確かに、企業組織に対して社外組織活動を積極的に行う者の有用
性を「認知」してもらうことにもあるが、具体的な労働時間短縮等の施策を求めるも
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のではない。制度に甘えずに、積極的に自らが本来的ワーク・ライフ・バランスをし
ている従業員の有用性の定量化を試み、特徴の探索的な研究をするものである。 
 
2.3 プロアクティブ行動に関する研究 
プロアクティブ行動は、前述の通り、新たな状況や課題の創出と解決に向けた、自
発的で先取り志向の姿勢や活動のことであり、自発性と先取り性を基調とした新たな
関係の創出と、率先巻き込み活動も含んでいる。同じく、古川・山口（2012）はプロ
アクティブ行動について、従来議論されてきていたイノベーション（革新）行動とは、
あらたな状況や成果の創出という点で共通するとしている。そして、異なる点として、
先取り性、能動性、関係者の巻き込み（関係者への影響力）のそれぞれに明瞭に着目
している点を挙げ、組織において今後に予想されるリアリティや未経験課題、要請、
そして周りからの期待をよりよく反映しているとする。なお、Belschak & Hartog 
(2010)が行った分析において、プロアクティブ行動はプロアクティブ行動（組織）、
プロアクティブ行動（対人）、プロアクティブ行動（個人）に大別されている。 
しかし、プロアクティブ行動が社内行動にとどまらないことについての言及はある
が、具体的に社内外の活動の比較についての言及は確認できない。 
 
3. 本稿における諸定義 
本章では、本研究で主に使用する用語について整理する。 
 
3.1 社内活動・社外組織活動 
社内活動とは、雇用関係があり、給与を支給される企業組織における行動全般をさ
す。社外組織活動とは、個人が任意で行う雇用関係のない組織における活動である。
なお、「組織」での行動であるため、社外組織に所属せず、趣味などによる個人活動
は含んでいない。 
 
3.2 社会学的諸定義 - 内集団・外集団・準拠集団・非準拠集団 
内集団とは、現在所属している集団、組織をさしている。また、外集団とは、現在
は所属していない集団、組織を指している。準拠集団とは個人の意見・態度・価値判
断の基準となる枠組を提供する集団、組織である。濱嶋・竹内・石川（1997）によれ
ば、「人が、自分自身を関連付けることにより、自己の態度や判断の形成と変容に影
響を受ける集団である。準拠集団は、一般的に、家族集団や友人集団などの身近な所
属集団から構成されることが多い。しかし現在所属していない集団、すなわち、『過
去に所属したことのある集団』、あるいは『将来、所属したいと望む集団』すなわち、
『非所属集団』も準拠集団になりうる」と定義されている。非準拠集団は準拠集団で
ない組織を指す。本稿では、『過去に所属したことのある集団』、あるいは『将来、
所属したいと望む集団』は「外集団」と同義となる。従って、本稿で出てくる社外組
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織活動は「内集団」かつ「準拠集団」を指すことが多い。ただし、質問紙調査票にお
いては「内集団」かつ「非準拠集団」や、「外集団」かつ「準拠集団」も社外組織活
動に含まれているため、必ずしも社外組織活動が「内集団」かつ「準拠集団」におけ
る活動ではない。 
 
3.3 プロアクティブ行動・プロアクティブ性格・組織コミットメント 
プロアクティブ行動は、第 2章で既述の「新たな状況や課題の創出と解決に向けた、
自発的で先取り志向の姿勢や活動」であり、プロアクティブ性格とは、プロアクティ
ブ行動の源泉となる性格的要素である。本稿では、実際に、本職の企業組織における
プロアクティブ行動と社外組織におけるプロアクティブ行動を実践しているかを問う
尺度の他に、そもそもプロアクティブ行動をとる性格的な要素があるかどうかを確認
する尺度として、別途採用している。 
組織コミットメントは、企業組織へどれだけの貢献意志を持っているかの概念であ
り、個々人により異なる。Meyer & Allen (1991)は、組織コミットメントが組織に在
籍したいと思う情動的コミットメント(Affective Commitment)、組織に残る必要のあ
ると思う継続的コミットメント(Continuance Commitment)、組織に残らねばならない
と考える基礎的コミットメント(Normative Commitment)の３つが存在することを分析
している。先行研究からも明らかとなっているが、組織に対するプロアクティブ行動
とは別の意識である。 
 
3.4 レジリエンス 
レジリエンス（Resilience）は精神的な復元力を指す。本稿では打たれ強さや、折
れない心といった解釈で使用する。近年、将来訪れる様々な環境の変化にさらされな
がらも、逆境に耐えて、企業組織の持続可能な競争力の源泉として不可欠であると指
摘され、Gratton（2012，2014）による主張が新しい。レジリエンスは国や企業や個人
にもそれぞれのレベルで尺度として応用可能であり、Gratton（2012，2014）によれば、
社員一人ひとりのレジリエンス力を高めていくことが、企業組織にとって肝要な生き
残り戦略であるとしている。 
 
3.5 性格（ビッグ・ファイブ） 
本研究は、前述の通り、社内外プロアクティブ行動の四象限によって分かれたそれ
ぞれのタイプの人々が、どのような能力的、性格的な違いがあるかにも関心が高い。
従って、特に性格的な特徴を明らかにするため、先行研究ですでに信頼性が高いこと
が立証されているビッグ・ファイブの概念を採用している。 
Stephen(2009 高木訳 2009)によれば、ビッグ・ファイブが、過去の研究から、職務
成績との間に重要な関係があることがわかったとしている。具体的なビッグ・ファイ
ブとは、次の 5つである。 
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①外向性 
社交的、話し好き、独断的な性格を表し、本稿でも「外向性」と表記している。
②人当たりの良さ 
気立ての良さや、協力的な姿勢、人を信頼する傾向の強さの性格を表し、本稿で
は「同調性」と表記している。 
③誠実さ 
責任感の強さや、頼りがい、不屈さなどの性格を表し、本稿では「誠実性」と表
記している 
④安定した感情 
冷静さや熱心さ、神経質性や精神の不安定さの性格を表し、本稿では否定的な側
面だけを採用し、「神経症」と表記している。 
⑤経験に開放的 
想像力の豊かさや芸術的な感覚性の強さの性格を表し、本稿では「開放性」と表
記している。 
 
4. 分析方法  
4.1 定量分析のデータと調査概要 
本調査では調査票の回答による定量調査と、社外活動をプロアクティブに展開する
モデルケースの方々へのインタビューによる定性調査を実施した。本節では定量分析
のデータと調査概要について報告する。 
調査対象は、以下の条件を満たす 400 名の方々である。 
 大学・大学院卒の総合職採用（制度上、経営者まで昇進可能な従業員） 
 現役職が執行役員を含む経営者以外の従業員 
 勤務先からの年収 250 万円以上の所得（総支給）のある従業員 
上記の条件を満たす方々のうち、総務省「労働力調査（2013）」をもとに、表 4－1
の通り割付を実施した。 
 
図 4－1： 調査における割付表 
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図 4－1の割付の意図は、本調査が、日本における、いわゆるホワイトカラーとして
採用された「総合職の年代別男女別の分布」の縮図を表現することである。つまり、
分析結果が統計的に有意である結果を示した分析については、日本においての総合職
の働き方の傾向値を明らかにするものである。 
インターネット調査会社を通じて上記の条件および割付に該当する調査協力者を募
集し、自作の調査票をもとに調査を 2014 年 10 月に実施した。その結果、割付表通り
に 400 名の総合職従業員から回答を得ることができた。（表 4－2） 
 
図 4－2： 調査における割付別回収結果 
 
 
調査票は、個人の「属性情報」の聴取と、「能力や性格・態度の度合いを計測する
調査項目」について聴取する方式で構成した。 
属性情報は、①個人属性として、「年齢」、「性別」、「出身地」、「婚姻状況」、
「扶養介護状況」を選択肢より聴取、②職業属性として、「業種」、「職種」、「年
収」、「会社規模（従業員数）」、「役職」、「勤続年数」、「公休制度」を選択肢
より聴取（勤続年数のみ数値記述）した。そして、社外活動として帰属組織があると
回答した対象者には、③社外組織の属性として、「所属団体組織名称」、「組織活動
趣旨」、「活動規模（1 回当たりの活動参加人数）」、「個人の活動目的」、「活動
開始のきっかけ」、「出費規模」、「参加頻度」、「活動年数」、「組織内役職（運
営経験確認）」、「指導者的立場確認」を選択肢より聴取（所属団体組織名は可能な
範囲で自由記述回答、活動年数は数値記述）した。 
「能力や性格・態度の度合いを計測する調査項目」については、具体的に、対象者
全員に「社内活動プロアクティブ行動度合い」、「社内組織コミットメント度合い」、
「プロアクティブ性格度合い」、「レジリエンス力の度合い」、「巻き込む力の度合
い」、性格を調査する「ビッグ・ファイブ」、つまり、「外向性」、「同調性」、「神
経症」、「開放性」、「誠実性」、「開放性」について調査を実施。そして、対象者
のうち、社外活動として帰属組織があると回答した対象者には、「社外組織活動プロ
アクティブ行動度合い」、「社外組織コミットメント度合い」について調査を実施し
た。つまり、社外組織活動に取り組んでいない対象者は 10 種類の「能力や性格・態度
の度合いを計測する調査」を実施し、社外組織活動に取り組んでいる対象者は、12 種
 16 
類の「能力や性格・態度の度合いを計測する調査」を実施した。実施調査票作成に当
たっては、既存の公知のデータや論文等と極力客観的に比較できるよう、広くこれま
でスタンダードな質問リストとして使用されたものを活用して調査にあたった。回答
は、各々の質問に対して「非常に当てはまる」「当てはまる」「やや当てはまる」「ど
ちらともいえない」「あまり当てはまらない」「あてはまらない」「全く当てはまら
ない」の７段階で回答してもらった。 
 
4.2 定量分析の分析方法と測定尺度 
4.2.1 分析方法 
分析方法は、最初に 12 種類の測定尺度（社内活動プロアクティブ行動度合い、社内
組織コミットメント度合い、社外組織活動プロアクティブ行動度合い、社外組織コミ
ットメント度合い、プロアクティブ性格度合い、レジリエンス力の度合い、巻き込む
力の度合い、ビッグ・ファイブ）について、調査票のリストごとに因子分析を行った。
因子分析の目的は、すでに先行研究等で広く活用されている尺度であるものの、本研
究に際して測定尺度として活用できる調査項目であるかを確認することである。信頼
性分析を実施した結果、12 の測定尺度について、本研究に活用するのに十分な信頼性
を持ったデータであることが確認された。なお、分析結果については次項以降、個別
に記載する。 
その上で、各測定尺度をスケール尺度として対象者個別に数値化し、既述の社内外
プロアクティブの四象限のタイプ別や、回答者の属性別の一元配置分散分析を実施し
た。また、前後して、その結果を考察するために、相関分析、重回帰分析を実施した。
結果および考察については第 5 章で報告する。測定尺度の個別数値化（得点化）にあ
たっては、「非常に当てはまる」「当てはまる」「やや当てはまる」「どちらともい
えない」「あまり当てはまらない」「あてはまらない」「全く当てはまらない」の７
段階の回答を「非常に当てはまる」＝７点～「全く当てはまらない」＝1 点と換算し
た。また否定系質問については、そのまま採用し、集計時に尺度として逆数を入力（「非
常に当てはまる」＝１点～「全く当てはまらない」＝７点）し、他の質問と同じよう
に数値で比較できるようにした。 
次に、本研究の目的に照らして、社内外の「プロアクティブ行動」の度合いを基準
として、「社内外プロアクティブ行動の四象限」を作成、400 名の対象者を分類した
（図 1－7参照）。具体的には「社外組織活動」に対するプロアクティブ行動度合いの
高低と、「社内活動」に対するプロアクティブ行動度合いの高低によって分類される
4 タイプに分類した。なお、高低の基準は社内外プロアクティブ行動の中央値で決定
した。なお、社外組織行動プロアクティブ行動力の中央値は 4.44 ポイント、社内行動
プロアクティブ行動は 4.67 ポイントであった。それぞれの属性の名称と意図は下記の
とおりである。 
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タイプⅠ：「現状満足者」 
社外組織活動のプロアクティブ度合いが低く、社内活動のプロアクティブ度合いも
低い属性。総合職でありながらも、勤務先業務に対する姿勢が消極的であり、社外組
織活動に対してもあまり関心を抱いていない、または社外活動組織に属していない群
である。社内外のプロアクティブ行動の度合いが低いことから、現状に対して変化を
積極的には望まない群と想定し、「現状満足者」とした。 
 
タイプⅡ：「従来型企業戦士」 
社外組織活動のプロアクティブ度合いが低く、社内活動のプロアクティブ度合いが
高い属性。総合職として、業務に積極的に取り組む一方で、社外組織活動に対しては
あまり関心を抱かない、もしくは社外活動組織に属していない群である。異動や昇進
が勤務先の意思によるため、余暇を自由に使うことができずに、本来なら社外組織活
動に興味はあるが社外活動組織に属すことができていない調査対象者も含まれる。た
だし、総合職でありながらも社外活動組織に属してプロアクティブに行動している調
査対象者もいることから、それらと区別して、総合職として本業を核にプロアクティ
ブ行動を展開している群という想定で「従来型企業戦士」とした。 
 
タイプⅢ：「ライフ重視」 
社外活動組織のプロアクティブ度合いが高く、社内活動のプロアクティブ度合いが
低い属性。総合職でありながらも、業務に対しては積極的ではなく、変化を求めない。
一方で社外活動組織に対しては積極的に高い関心を示し、社外活動組織において高い
プロアクティブ行動性を発揮する群である。幹部候補生として雇用されながらも、社
外活動組織のみにプロアクティブ行動を発揮することから、企業組織としては許容し
がたいものの、自身の生活の「豊かさ」を優先する群という想定で「ライフ重視」と
した。 
 
タイプⅣ：「マルチプロアクティブ」 
社外活動組織のプロアクティブ度合いが高く、社内活動のプロアクティブ度合いも
高い属性。総合職として、業務に積極的に取り組み、社外組織活動に対しても積極的
に高い関心を示し、社外活動組織においても高いプロアクティブ行動性を発揮する群
である。限られた時間の中で、社内外に対して実際に多方面にプロアクティブに行動
している群として、「マルチプロアクティブ」とした。 
 
分析に当たっては、四象限に分けられたそれぞれのタイプについて既述の 12 種類の
尺度と、スケール尺度化可能な、個人属性の「年齢」、「性別」、職業属性の「年収」、
「会社規模（従業員数）」、「勤続年数」、社外活動属性の「出費規模」、「参加頻
度」、「活動年数」を変数とした。 
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本研究の目的は「社内外マルチプロアクティブの四象限」のそれぞれのタイプで変
数がどのような傾向を示すかを調査、分析し、各タイプ別にその特徴を明らかにする
ものである。その上で、前章までに記述した通り、特に、「マルチプロアクティブ」
が「従来型企業戦士」と比較して、どのような能力的、性格的な違いがあるかを明ら
かにすることである。一方で、「現状満足者」が、「マルチプロアクティブ」と「従
来型企業戦士」の比較方法同様に分析した場合に現れる特徴を明らかにする。また、
調査票にて聴取した属性のうち、①個人属性として「年齢（年代別）」、「性別」、
「婚姻状況（既婚・未婚）」、「扶養介護状況」、②職業属性として、「業種」、「年
収（高所得・高所得者以外）」、「会社規模（従業員数）」、「役職（部下持ち、部
下なし）」、「勤続年数」、「公休制度」、③社外活動組織の属性として、「活動規
模（1回当たりの活動参加人数）」、「個人の活動目的（主体的目的・非主体的目的）」、
「出費規模（大・小）」、「参加頻度（高・低）」、「活動年数」、「組織内役職（運
営経験者・参加者）」、「指導者的立場確認（現指導者・参加者）」のデータを属性
情報として整理した。その上で、それぞれの属性別に対象者を 2 タイプに区分し、社
内外プロアクティブ行動の四象限と同様の測定尺度を使用して、合計 24 通りの一元配
置分散分析を実施した。その中でも、本研究の趣旨に照らして最も重要である「社外
活動組織あり」と「社外活動組織なし」の属性で比較、分析し、考察を展開する。 
 
4.2.2 社内外プロアクティブ行動 
Griffin & Parker(2007)が使用した測定尺度を採用した。プロアクティブ行動は「プ
ロアクティブ行動（組織）」「プロアクティブ行動（チーム）」「プロアクティブ行
動（個人）」の 3 因子に分かれるとされるが、因子分析を実施した結果、「プロアク
ティブ行動」として一つの因子にまとまり、信頼性分析も十分となった。なお、それ
ぞれの質問作成にあたって、社内に対するプロアクティブ行動の度合いを調査する質
問については、すべての質問項目に「勤務先で」と表記し、社外活動組織に対するプ
ロアクティブ行動度合いを調査する質問については、すべての質問項目に「私の所属
する社外団体で」と表記した。 
 
4.2.3 社内外組織コミットメント 
Meyer, Allen & Smith (1993)の3次元組織コミットメント尺度の6項目を使用した。
因子分析を実施した結果、１つの因子としてまとまり、信頼性分析も十分となった。
なお、それぞれの質問作成にあたって、勤務先組織に対する組織コミットメントの度
合いを調査する質問については、すべての質問項目に「勤務先は」と表記し、社外活
動組織に対する組織コミットメント度合いを調査する質問については、すべての質問
項目に「私の所属する社外団体は」と表記した。 
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4.2.4 レジリエンス力  
Luthans, Youssef & Avolio (2007)の 6 項目を採用した。因子分析を実施した結果、
１つ因子としてまとまり、信頼性分析も十分となった。信頼性の高かった具体的な項
目は下記のような質問である。 
・私は、ふだん、ストレスを抱えてもうまく対処する。 
・私は、そうせねばならない場合、いわば「自分の力で」状況を切り開いていけそ
うだ。 
 
4.2.5 巻き込む力 
平成 24 年度経済産業省総合調査研究として発表された「新しい事業を想像するため
の企業内の人材マネジメントの在り方を考える研究会報告書」に使用された尺度から
採用した。同研究では、事業創造人材の尺度の一つであり、実行フェーズにおいて、
人を動員する力の尺度として巻き込む力 7 項目が作成された。具体的には「プロジェ
クトに人を巻き込んでいく力」と定義している。また、信頼性分析も十分であった。
信頼性の高かった具体的な項目は、下記のような質問である。 
・物事を実行するときには、支援者や共に実行する仲間を見つけ、協力を得て進め
ようとする 
・チームやプロジェクトで物事を進めていこうとする 
なお、巻き込む力について独立して因子を抽出した理由は、古川・山口（2012）で
プロアクティブ行動に期待される影響力として、巻き込む力を挙げていたためである。 
 
4.2.6 プロアクティブ性格  
Claes, Beheydt & Lemmens (2005)の 10 項目を採用した。因子分析を実施した結果、
１つ因子としてまとまり、信頼性分析も十分となった。信頼性の高かった具体的な項
目は下記のような質問である。 
・どんな反対があっても、自分のアイデアで一番になりたい 
・私自身が信じるアイデアがあれば、どんな障害があっても、それを実現させよう
とする 
・信じているものがあれば、できるかどうかはさておき、それを実現させようとす 
る 
なお、プロアクティブ性格はプロアクティブ行動を支える、性格的な尺度である。 
 
4.2.7 性格（ビッグ・ファイブ）  
ビッグ・ファイブでは既に確立された質問項目を使用した。当初の因子分析の結果
では、きれいに 5 つの因子には分類されなかったものの、これは性格そのものが多分
に主観的な要素を含むためと考えられる。本調査に於いてはビッグ・ファイブの質問
項目が既に確立されていることを鑑み、残余項目等の調整を経て、いくつかの信頼性
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分析を行い、信頼できる結果を得たことから、5 つの因子をそのまま信頼できる尺度
として使用することとした。 
 
4.3 定性分析のデータと調査概要 
4.3.1 インタビュー対象選定と方法 
 本研究の定性調査として、インタビューを実施した。インタビュー対象は社外組織活
動を積極的に展開していると客観的にも明らかな下記 3氏（仮名）に実施した。 
 
(1)前田 高志 氏（仮名 46 歳） 
食品・酒類卸売業／副部長・次長クラス 
少年サッカークラブ／ヘッドコーチ 
(2)村山 誠 氏（仮名 43 歳） 
教職公務員／主幹教諭 
日本ボーイスカウト東京連盟多摩西地区実働団／団委員長 
(3)高橋 政人 氏（仮名 36 歳） 
建設業／主任クラス 
チャリティー“ほろ酔い”英語音読会／事務局長 
 
3 氏には、まず定量調査で使用した調査票と同様のアンケートに回答して頂いた。
その結果、3 氏全員が「マルチプロアクティブ」属性であることが明らかになった。
その上で、アンケートに基づいて質問を作成し、特に、マルチプロアクティブの 3 氏
がどのように社外組織活動に取り組み、本業にどのような影響があるか、また定量調
査では表すことのできなかった主観的な社外組織活動の有用性をインタビュー形式で
ヒアリングした。3氏への具体的な質問は、共通して下記の通りである。 
 
設問 1：（調査票の回答に基づき）社外組織に関する設問 
（１）現在について 
①組織概要、組織の目的 
②個人の所属の目的 
③組織内ポストとモチベーション 
（２）過去について 
①所属のきっかけ、過去の目的 
②組織社会化、組織コミットメント、プロアクティブ行動化の過程 
③過去の組織内コンフリクトや課題の解決方法 
（３）未来について 
①いつまで、どういう理由で今の社外組織の活動を続けるか 
②今後、組織をどうしたいか、またその過程で自分がどうありたいか 
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③組織を離れることになったら、違う組織を見つけるか 
 
設問２：（調査票の回答に基づき）勤務先に関する設問 
（１）現在、過去、未来について 
①勤務先組織、ポスト、プロアクティブ行動のモチベーション（現在） 
②組織社会化、組織コミットメント、プロアクティブ行動化の過程（過去） 
③今後のキャリアについての考え（未来） 
（２）社内プロアクティブ行動について 
 ①社内コンフリクトや目の前の課題の発見、解決に関する考え方について 
 
設問３：社外活動と社内活動の影響 
（１）両サイドのそれぞれの好影響について 
①取得スキル 
②組織マネジメント 
③精神的側面 
④勤務先の反応 
（２）両サイドの悪影響について 
①取得スキル 
②組織マネジメント 
③精神的側面 
④勤務先の反応 
 
インタビューに際しては、具体的な質問を始める前に、本研究の趣旨説明と、3 氏
がマルチプロアクティブタイプに分類されることを伝えた上で実施した。なお、定量
的な結果については、インタビューの回答にバイアスがかかる恐れがあるため、伝達
せずに実施した。 
 
4.4 定性分析の分析方法 
インタビューによる定性的分析の目的は下記のとおりである。 
（1）定量分析の結果が概ね正しいことを支持するか。 
（2）定量分析では見えなかった「マルチプロアクティブ」に共通する特徴がある
か。 
従って、最初に定量分析で明らかになる特徴を確認した上で、（1）、（2）の目的
に沿って定性分析を実施する。 
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5. 結果と考察  
5.1 定量分析結果 
5.1.1 回答結果の概況考察 
以下の表 5－１は調査対象者 400 人を、社内外のプロアクティブ行動の四象限に分
類した人数分布である。 
 
図 5－1： 調査対象 400 人の分類結果 
 
 
上記表 5－１の詳細を説明する。タイプⅠ「現状満足者」の総数は 188 名で全体の
47％であった。タイプⅡ「従来型企業戦士」の総数は 189 名で全体の 47％であった。
タイプⅢ「ライフ重視」の総数は 4 名で全体の 1％であった。タイプⅣ「マルチプロ
アクティブ」の総数は 19 名で全体の 5％であった。また、全 400 名のうち、社外活動
組織に属していると回答したのは全体の 38 名で 9.5％であり、残りの 90.5％は社外活
動組織に属していないと回答した。 
前提として、本調査は総務省「労働力調査」によって割り付けているため、「総合
職の年代別男女別の分布」の縮図を意図している。このことから、日本の総合職の働
き方の傾向が考察可能になると仮定する。本節では、これらの調査票回答結果からわ
かる日本の総合職の現状を考察する。 
まず、社外活動組織に属していると回答した人数がわずか 38 名（9.5％）しか存在
しないことについてである。調査票では下記の通り設問を設けていた。 
 
「あなたは、勤務先組織以外の社外団体に所属（または運営）している（またはした
こと）がありますか。ある場合、その社外活動組織の名称を可能な限り正式名称で
教えてください。複数ある場合は、使用した時間、資金、労力等を最も費やした組
織名をお答えください。また、社外組織といえるものがない場合は、「いいえ」と
回答ください。なお、所属や参加について、勤務先の強制力のない会社の部活動（団
体）は対象としますが、個人収入を得ている(経費支払いを除く)団体は対象外とし
ます。」 
 
この設問から定義できるように、社外団体は、社外活動組織の構成員であることを
前提としている。つまり、野外ランニングやジムトレーニング施設への通所などの趣
味や習慣は社外組織活動と定義していない。また、フリー回答の欄で組織名称の回答
を求めている。 
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このことから、社外団体に対して明確な帰属意識がないと回答できない設問となっ
ている。つまり、実際には PTA などの自治組織などに帰属しているが、帰属意識が低
い一般参加者は回答していない可能性がある。この点について、回収結果の信憑性に
対し、疑問が呈される可能性がある。しかし、本研究では、社外活動として帰属意識
がある組織に所属している総合職がどのような特徴を持つか、また、本職にどのよう
な影響をあたえるかということに関心があるため、未回答者は社外組織活動プロアク
ティブが低い属性にあると認識している。従って、社内外プロアクティブの四象限の
タイプ別分析結果の大勢には影響をあたえていないものとみなす。 
その上で、社外活動組織に属していると回答した人数がわずか 38 名（9.5％）しか
存在しないことから推察できることは次の通りである。 
 
①日本の総合職の約 90％が雇用関係のある本職組織にのみ帰属意識がある 
②異動の多さや残業の習慣が、日本企業総合職の自由を拘束している可能性がある 
③年功序列、終身雇用の慣習から、可処分所得に余裕が出るまで時間がかかってお
り、余裕が出てきたころには社外組織活動に取り組む体力的、精神的エネルギー
が減退している可能性がある 
④雇用関係はないものの、本職組織以外の組織に属すことが、依然として憚られる
風潮がある可能性がある 
  
データから推察できる主観的な考察であるが、日本の労働環境を考慮すると、現状
の的を射ているデータと考えられる。なお、社外活動組織に属しているグループ 38 名
と属していないグループ 362 名のそれぞれの測定尺度と属性傾向分析による特徴分析
は次々項で考察する。 
 次に、表 5－1 の社内外マルチプロアクティブの四象限の人数分布についてである。
社内外マルチプロアクティブの高低の基準は、中央値により判断している。（社外組
織活動プロアクティブ行動力中央値：4．44 ポイント、社内行動プロアクティブ行動：
4.67 ポイント）従って、低い集団は「一般的な水準よりも低い数値」、高い集団は「一
般水準よりも高い数値」となる。 
 タイプⅠ「現状満足者」の総数は 188 名で全体の 47％であり、約半数を占めた。総
合職として雇用された従業員のおよそ半数が、社外はもちろん、社内に対してもプロ
アクティブ行動性が低い状態で業務に従事していることになる。現状満足者は業務に
対してもプロアクティブ行動性が低いため、企業組織として、研修等の教育プログラ
ムや福利厚生、その他の管理費を含む雇用コストの費用対効果は、タイプⅡ「従来型
企業戦士」やタイプⅣ「マルチプロアクティブ」の集団と比較して相対的に低くなる
可能性が高い。 
タイプⅡ「従来型企業戦士」の総数は 189 名で全体の 47％であり、約半数を占めた。
総合職として雇用された従業員のおよそ半数が、社内に対してはプロアクティブ行動
性が高い状態で業務に従事し、総合職として主体的、積極的に業務に携わっているこ
とになる。封建的社会制度が支配的だった日本の歴史を背景に、生活を支える組織に
対して忠誠を誓うことを美徳としてきた日本人のまじめな気質が現れた結果と考えら
れる。但し、組織コミットメントとは違う尺度であることは留意しておく必要がある。
「従来型企業戦士」は、業務に対してのプロアクティブ行動性が高いため、企業組織
として、タイプⅠ「現状満足者」やタイプⅢ「ライフ重視」の集団と比較して雇用コ
ストの費用対効果は、相対的に高くなる可能性が高い。 
タイプⅢ「ライフ重視」の総数は 4 名で全体の 1％であるため、大勢に影響を及ぼ
すほどではない。しかし、業務に対してプロアクティブ行動性が低く、社外組織活動
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に対してプロアクティブ行動性が高いため、企業組織としては、好ましくない集団と
なる。「ライフ重視」は業務に対してプロアクティブ行動性が低いため、タイプⅠ同
様に、企業組織として、雇用コストの費用対効果は、タイプⅡ「従来型企業戦士」や
タイプⅣ「マルチプロアクティブ」の集団と比較して相対的に低くなる可能性が高い。
ただし、タイプⅠ「現状満足者」と比較してライフ重視が測定尺度で高い傾向値を示
した場合は、その潜在的な有用性が高いことが検証可能となる。 
タイプⅣ「マルチプロアクティブ」の総数は 19 名で全体の 5％であった。社外活動
に取り組む 38 名のうち、社内活動にも社外組織活動にも高いプロアクティブ行動性を
発揮するタイプである。「マルチプロアクティブ」は、業務に対してのプロアクティ
ブ行動性が高いため、企業組織として、タイプⅠ「現状満足者」やタイプⅢ「ライフ
重視」の集団と比較して雇用コストの費用対効果は、相対的に高くなる可能性が高い。
わずか 5％の群であり、希少性の高い集団であるが、タイプⅡ「従来型企業戦士」と
比較して測定尺度で高い傾向値を示した場合は、社外活動自体の潜在的な有用性の高
さと、社内人材活用の一つの基準として、採用出来る可能性を秘めている。 
なお、マルチプロアクティブの四象限におけるタイプ別のそれぞれ測定尺度による
特徴分析は次項で考察する。 
以上の人数分布から、日本の総合職の多くが本職に拘束されている可能性が高いこ
とが明らかになった。本研究では国別の比較にまで言及していないため、日本特有の
傾向であることを断定できないものの、日本の文化や慣習が影響していることが推察
される。 
 
5.1.2 相関分析結果 
次に相関分析を実施した。（表 5－1） 
 
表 5－1： 相関分析結果 
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本項では、着目する切り口として、本研究が企業組織での有効活用されるに足るデ
ータとなることを念頭において、社内活動プロアクティブ行動（表中、12．会社組織
プロアクティブ）について記述する。尺度基準を表 5－2とすると、社内活動プロアク
ティブ行動力との間に１％以下の有意水準（ p<.01)で傾向値を示しているビッグ・フ
ァイブ以外の測定尺度は次の通りとなる。（表 5-2） 
 
表 5－2： 相関分析判断基準 
 
 
・プロアクティブ性格（β＝.54，p<.001 ）：かなり強い相関 
・巻き込む力(β＝.54，p<.001)：かなり強い相関 
・レジリエンス力（β＝.49，p<.001）：かなり強い相関 
・会社組織コミットメント(β＝.39，p<.001)：低い相関 
以上の結果から、上記の 4 つの尺度が社内プロアクティブ行動の組成背景となって
いる可能性があることを示している。 
また、ビッグ・ファイブの相関分析のうち、１％以下の有意水準（ p<.01)で傾向値
を示している測定尺度は次の通りとなる。 
・誠実性（β＝.59，p<.001 ）：かなり強い相関 
・同調性(β＝.48，p<.001)：かなり強い相関 
・外向性（β＝.46，p<.001）：かなり強い相関 
・神経症(β＝-.19，p<.001)：ほとんど相関はない 
・開放性(β＝.18，p<.001)：ほとんど相関はない 
以上の結果から、上記の 5 つのビッグ・ファイブの尺度のうち、社内活動プロアク
ティブ行動の組成背景となっている可能性があるのは、誠実性と同調性、外向性であ
ることを示している。 
これらの相関分析の結果から、社内活動プロアクティブ行動力の持続性が、企業に
おける競争力の維持強化につながると仮定する場合、ビッグ・ファイブ以外の尺度で
は、プロアクティブ性格、巻き込む力、レジリエンス力、会社組織コミットメントの
ポイントが高い人材が、有用性が高い可能性を示している。また、同様にビッグ・フ
ァイブの尺度では、誠実性と同調性、外向性のポイントが高い人材が、有用性が高い
可能性を示していると考えられる。 
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5.1.3 重回帰分析結果 
次に相関分析の結果を受けて、重回帰分析を実施した。（表 5-2-1、表 5-2-2） 
 
表 5-2-1： 重回帰分析結果（ビッグファイブを除く尺度） 
 
***p<.001    **p<.01    *p<.05 
 
表 5-2-2： 重回帰分析結果（ビッグ・ファイブ） 
 
***p<.001    **p<.01    *p<.05 
 
重回帰分析を受けたパス図は次の通りである。（表 5-3-1、表 5-3-2） 
 
図 5-3-1： 重回帰分析後のビッグ・ファイブを除く尺度のパス図 
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表 5-3-2： 重回帰分析後のビッグ・ファイブのパス図 
 
これらの相関分析、および重回帰分析から、社内プロアクティブ行動の組成要素は
プロアクティブ性格（β＝.27，p<.001 ）、巻き込む力(β＝.21 ，p<.001)、レジリ
エンス力（β＝.15，p<.01）、会社組織コミットメント(β＝.26，p<.001)であること
がわかった（R2=.42, p<.001）。 
また、ビッグ・ファイブについての重回帰分析からは、社内プロアクティブ行動の
組成要素は誠実性（β＝.45，p<.001）、同調性(β＝.23 ，p<.001)、であることがわ
かった（R2=.38, p<.001）。 
以上の結果を踏まえて、社内外プロアクティブの四象限のそれぞれのタイプにおい
て、特に上記の組成要素に一元配置分散分析の結果にも有意な傾向が見られた場合、
人材活用の有用性の差が認められることとなると考える。 
 
5.1.4 分析(1)‐社内外プロアクティブ行動の四象限分類における 
タイプ別分析結果と考察  
表 5－4は「社内外プロアクティブ行動の四象限」の一元配置分散分析の結果のであ
る。 
 
表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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表 5－4： 「社内外プロアクティブの四象限」一元配置分散分析結果 
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ビッグ・ファイブを除く 7個の測定尺度のうち、5％以下の有意水準（p<.05)の結果
が出たのは、次の通りである。 
・プロアクティブ性格（p<.001） 
・巻き込む力(p<.001) 
・レジリエンス力（p<.001） 
・会社組織コミットメント(p<.001) 
・会社組織プロアクティブ(p<.001) 
・社外組織プロアクティブ(p<.001) 
なお、マルチプロアクティブの四象限でタイプを決定しているため、社内外プロア
クティブ行動力の尺度において0.1％以下の有意水準が現れるのは必然の結果である。 
また、ビッグ・ファイブを 5 個の測定尺度のうち、5％有意以上（ p<.05)の結果が
出たのは、有意水準が高い順に、次の通り、全てである。 
・誠実性（p<.001） 
・同調性(p<.001)  
・外向性（p<.001） 
・開放性 p<.01) 
・神経症(p<.05) 
以上の一元配置分散分析の結果を、相関分析、重回帰分析の結果を参考にして考察
する。前章までに記述している通り、本研究の目的は「社内外プロアクティブ行動の
四象限」のそれぞれのタイプの特徴を明らかにし、その上で、特に、「従来型企業戦
士」と「マルチプロアクティブ」を比較し、能力的、性格的な違いを明らかにするこ
とである。また、「現状満足者」が同様に分析した場合に現れる特徴を明らかにする
ことである。 
なお、年齢、年収、勤続年数においても、有意な結果が出ているが、この点につい
ては次項の「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の比較の中で分析する。 
 
（1）会社組織プロアクティブ行動（社内活動プロアクティブ行動） 
まず、重回帰分析の従属変数である「会社組織プロアクティブ行動」についてであ
る。 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 5.45 であるのに対して、「マ
ルチプロアクティブ」の平均値が 5.79 である。従って、社外組織活動についてもプロ
アクティブ行動を展開する「マルチプロアクティブ」の方が、会社組織におけるプロ
アクティブ行動力が高い傾向にあることがわかる。これは、「マルチプロアクティブ」
が、休日を含む勤務時間外である社外組織活動の間においてもプロアクティブ性を発
揮し続けているためであると考えられる。また、「現状満足者」は平均値が 3.59 であ
るのに対して、「ライフ重視」の平均値が 3.94 である。従って、社内プロアクティブ
行動が低い群の中でも、社外組織活動に懸命に取り組む「ライフ重視」の方が、会社
組織のプロアクティブ行動力が高い傾向にあることがわかる。 
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（2）プロアクティブ性格 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.59 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.82 である。従って、「マルチプロアクティブ」の方が、
プロアクティブ行動の源泉となるプロアクティブ性格性が高い傾向にあることがわか
る。これは、「マルチプロアクティブ」が、休日でもプロアクティブ行動をとってい
るために、その傾向値が高くなっていると考えられる。「境目のないプロアクティブ
行動力」と言い換えてもよい。また、「現状満足者」は平均値が 3.87 であるのに対し
て、「ライフ重視」の平均値が 4.45 である。従って、「ライフ重視」の方が、プロア
クティブ性格性が高い傾向にあることがわかる。 
重回帰分析の結果、指数として最も社内活動プロアクティブ行動（会社組織プロア
クティブ行動）に影響を与える尺度であることから、「マルチプロアクティブ」人材
の有用性を示唆している。 
 
（3）巻き込む力 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.59 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.80 である。従って、「マルチプロアクティブ」の方が、
チーム行動力の一つの源泉となる巻き込む力が高い傾向にあることがわかる。これは、
「マルチプロアクティブ」が、命令系統のない社外活動組織において、生活を支える
給与以外のインセンティブで構成員と活動していかなければならないためであると考
えられる。また、「現状満足者」は平均値が 3.82 であるのに対して、「ライフ重視」
の平均値が 3.71 である。従って、社内プロアクティブ行動が低い群の中でも、巻き込
む力についてはほとんど差が認められなかったものの、「現状満足者」の方がやや高
い傾向があることがわかる。これは「ライフ重視」が「マルチプロアクティブ」と違
い、給与が発生し命令系統がある組織と、そうでない組織においての両方でプロアク
ティブに活動できているかいないかの差であると考えられる。できていない「ライフ
重視」が命令系統のある組織においての活動を不得手としている可能性がある。 
重回帰分析の結果、指数として社内活動プロアクティブ行動（会社組織プロアクテ
ィブ行動）に影響を与える 3 番目の尺度であることから、「マルチプロアクティブ」
人材の有用性を示唆している。 
 
（4）レジリエンス力 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.47 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.75 である。従って、「マルチプロアクティブ」の方が、
精神的な回復力や持続チーム行動力の一つの源泉となるレジリエンス力が高い傾向に
あることがわかる。これは、「マルチプロアクティブ」が、命令系統のない社外活動
組織において、会社組織では発生しないコンフリクトや会社業務に加えて発生する事
務処理に対応しなければならない現象に対応していることが考えられる。 
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また、「現状満足者」は平均値が 3.84 であるのに対して、「ライフ重視」の平均値
が 4.71 である。従って、「ライフ重視」の方が、レジリエンス力が高い傾向にあるこ
とがわかる。 
重回帰分析の結果、指数として社内活動プロアクティブ行動（会社組織プロアクテ
ィブ行動）に影響を与える 4 番目の尺度であることから、「マルチプロアクティブ」
人材の有用性を示唆している。 
 
（5）会社組織コミットメント 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 3.95 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 3.57 である。従って、「従来型企業戦士」の方が、組織
コミットメントが高い傾向にあることがわかる。 
相関分析、重回帰分析の結果からも明らかであるとおり、会社組織コミットメント
が高い方が社内活動プロアクティブ行動（会社組織プロアクティブ行動）を高くする
傾向にあることがわかっていることから、会社組織コミットメントを上げていくこと
が雇用者側の課題といえる。また、会社組織コミットメントの平均値が 3.61 であるこ
とから、日本の総合職の全体感として「会社組織に対して愛着をあまり感じていない」
という回答になっている。さらに、「従来型企業戦士」も「どちらともいえない」の
4．00 を下回っていることから、「会社組織に対して愛着をあまり感じていない」と
いう回答が多数を占めたことになる。従って、特定の層に対する施策というよりも、
雇用者側の努力のベクトルは従業員全体に対しての会社組織コミットメントの底上げ
が課題となる。 
「現状満足者」は平均値が 3.28 であるのに対して、「ライフ重視」の平均値が 3．
45 である。従って、「ライフ重視」の方が、会社組織コミットメントが高い傾向にあ
ることがわかる。 
 
（6）社外組織プロアクティブ（社外組織活動プロアクティブ行動） 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 3.33 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 5.21 である。当然の結果であるが、「マルチプロアクテ
ィブ」の方が、社外組織活動プロアクティブ性が高い傾向にあることがわかる。また、
「ライフ重視」の平均値が 5.58 であり、最も高い傾向を出していることから、社外組
織活動に一生懸命すぎることに対する雇用者側からの懸念が想定される。 
 
（7）誠実性 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.78 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 5.30 である。従って、責任感の強さや、頼りがい、不屈
精神の態度の度合いを示し、また、過去の研究において企業業績に最も関連性が高い
とされている誠実性については、「マルチプロアクティブ」の方が高い傾向にあるこ
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とがわかる。また、「現状満足者」は平均値が 3.86 であるのに対して、「ライフ重視」
の平均値が 5.00 である。従って、「ライフ重視」の方が、誠実性が高い傾向にあるこ
とがわかる。「マルチプロアクティブ」「ライフ重視」が「従来型企業戦士」よりも
高い数値を示しているのは、社外組織が会社組織と違って、命令系統等のガバナンス
がないため、一生懸命取り組むためには会社組織以上に配慮する先が多いことが考え
られる。 
 
（8）同調性 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.53 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.72 である。従って、人当たりや気立ての良さや、協力
的な傾向、人を信頼する性格を示す同調性については、「マルチプロアクティブ」の
方が高い傾向にあることがわかる。これは、「マルチプロアクティブ」が、会社組織
に加えて、社外活動組織において、数多くの背景を持った構成員と給与以外のインセ
ンティブで活動していかなければならないためであると考えられる。また、「現状満
足者」は平均値が 3.86 であるのに対して、「ライフ重視」の平均値が 4.08 である。
従って、「ライフ重視」の方が、同調性が高い傾向にあることがわかる。 
 
（9）外向性 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 4.42 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.72 である。従って、社交性や話し好きの傾向、独断性
示す外向性については、「マルチプロアクティブ」の方が高い傾向にあることがわか
る。また、「現状満足者」は平均値が 3.62 であるのに対して、「ライフ重視」の平均
値が 4.42 である。従って、「ライフ重視」の方が、外向性が高い傾向にあることがわ
かる。「マルチプロアクティブ」「ライフ重視」が「従来型企業戦士」と同等以上の
数値を示しているのは、会社組織以外の複数の組織で活動しているため、そもそも外
向性の高い傾向にある人が多いことを示していると考えられる。 
 
（10）開放性 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 3.95 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 4.39 である。従って、経験に対する好奇心や想像力の豊
かさ、芸術的な感覚に対する関心の高さを示す開放性については、「マルチプロアク
ティブ」の方が高い傾向にあることがわかる。また、「現状満足者」は平均値が 3.63
であるのに対して、「ライフ重視」の平均値が 4.13 である。従って、「ライフ重視」
の方が、外向性が高い傾向にあることがわかる。「マルチプロアクティブ」「ライフ
重視」が「従来型企業戦士」よりも高い数値を示しているのは、社外組織に関心をひ
かれて、社外活動に懸命になる過程があったことから、そもそも好奇心が広い傾向に
ある人々が多いためであることが考えられる。 
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（11）神経症 
 表 5－4 の通り、「従来型企業戦士」の平均値が 3.79 であるのに対して、「マルチ
プロアクティブ」の平均値が 3.65 である。従って神経質な性格や意気消沈のしやすさ、
不安定な感情の度合いを示す神経症については、「マルチプロアクティブ」の方が低
い傾向にあることがわかる。また、「現状満足者」は平均値が 4.07 であるのに対して、
「ライフ重視」の平均値が 3.75 である。従って、「ライフ重視」の方が、神経症が低
い傾向にあることがわかる。「マルチプロアクティブ」「ライフ重視」が「従来型企
業戦士」よりも低い数値を示しているのは、同調性と同様に、社外活動組織において、
数多くの背景を持った構成員と給与以外のインセンティブで活動していかなければな
らないため、会社組織では起こりえない自己本位的なコンフリクトに対応するケース
が多いためであると考えられる。 
  
なお、母数が分散しているため、属性による比較は、次項の「社外活動組織あり」
と「社外活動組織なし」において試みる。 
 
5.1.5 分析(2)‐調査対象者の属性による能力及び特性分析 
「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」 
次に「社外活動組織あり」（38 名、9.5％、以下、「社外あり」）と、「社外活動
組織なし」（362 名、90.5％、以下、「社外なし」）についての比較である。二属性
の比較であり、それぞれの母数も「社内外プロアクティブの四象限」より多いため、
現実の企業組織で社内人材登用を想定して活用する指標としては採用しやすい指標と
なる。また、一元配置分散分析における、3 群以上の比較に対する信憑性についても
担保する比較となる。表 5－5は「社外あり」と「社外なし」の一元配置分散分析の結
果である。 
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表 5－5： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の一元配置分散分析の結果 
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表 5－5： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の一元配置分散分析の結果 
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表 5－5： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の一元配置分散分析の結果 
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表 5－5： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の一元配置分散分析の結果 
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表 5－5： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の一元配置分散分析の結果 
 
 
 
 
「社内外プロアクティブの四象限」と同様に比較と考察を試みる。なお、分析の結
果現れた有意な結果は、「社内外プロアクティブの四象限」の結果と大筋一致してい
るため、記述に際しては「社内外プロアクティブの四象限」の比較と合わせながら記
述する。 
ビッグ・ファイブを除く 7 個の測定尺度のうち、5％以下の有意水準（ p<.05)の結
果が出たのは、次の通りである。 
・プロアクティブ性格（p<.05 ） 
・レジリエンス力（p<.01） 
・会社組織プロアクティブ p<.01) 
また、ビッグ・ファイブを 5 個の測定尺度のうち、10％以下の有意水準（ p<.1)の
結果が出たのは、次の通りである。 
 44 
・誠実性（p<.001） 
・同調性(p<.1)  
・外向性（p<.05） 
・開放性(p<.05) 
以上の一元配置分散分析の結果を相関分析、重回帰分析の結果を参考にして考察す
る。 
 
（1）会社組織プロアクティブ行動（社内活動プロアクティブ行動） 
まず、重回帰分析の従属変数である「会社組織プロアクティブ行動」についてであ
る。表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 5.12 であるのに対して、「社外なし」
の平均値が 4.52 である。従って、「社外あり」の方が、会社組織のプロアクティブ行
動力が高い傾向にあることがわかる。これは、「社外あり」が、休日を含む勤務時間
外である社外活動の間においてもプロアクティブとは限らないが、社会と関わらなけ
ればならないため、常時プロアクティブである傾向が高いためと考えられ、「従来型
企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較と同じ構造である。 
 
（2）プロアクティブ性格 
表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 4.56 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 4.23 である。従って、「社外あり」の方が、プロアクティブ性格性が高い傾
向にあることがわかる。これは、「社外あり」が、休日でもプロアクティブとは限ら
ないが、社会と関わらなければならないためと考えられ、その傾向値が高くなってい
ると考えられ、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較と同じ構造で
ある。 
 
（3）レジリエンス力 
表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 4.55 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 4.15 である。従って、「社外あり」の方が、レジリエンス力が高い傾向にあ
ることがわかる。これは、「社外あり」が、命令系統のない社外活動組織において、
会社組織では発生しないコンフリクトや会社業務に加えて発生する事務処理に対応し
なければならない現象に対応していることが考えられ、「従来型企業戦士」と「マル
チプロアクティブ」の比較と同じ構造である。 
 
（4）誠実性 
表 5－5の通り、「社外あり」の平均値が 4.96 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 4.33 である。従って、誠実性については、「社外あり」の方が高い傾向にあ
ることがわかる。「社外あり」が「社外なし」よりも高い数値を示しているのは、社
外組織が会社組織と違って、命令系統等のガバナンスがないため、社外組織に対する
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プロアクティブ行動の高低に関わらず、会社組織以上に配慮する先が多いことが考え
られ、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較と同じ構造である。ま
た、誠実性については 12 の尺度で唯一、0.1％以下の有意水準となった。 
 
（5）同調性 
 表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 4.46 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 4.19 である。従って、同調性については、「社外あり」の方が高い傾向にあ
ることがわかる。これは、「社外あり」が、会社組織に加えて、社外活動組織におい
て、数多くの背景を持った構成員と給与以外のインセンティブで活動していかなけれ
ばならないためであると考えられ、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」
の比較と同じ構造である。 
 
（6）外向性 
 表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 4.46 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 4.02 である。従って、外向性については、「社外あり」の方が高い傾向にあ
ることがわかる。「社外あり」が「社外なし」とより高い数値を示しているのは、会
社組織以外の複数の組織で活動しているため、そもそも外向性の高い傾向にある人が
多いことを示していると考えられ、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」
の比較と同じ構造である。 
 
（7）開放性 
 表 5－5 の通り、「社外あり」の平均値が 4.24 であるのに対して、「社外なし」の
平均値が 3.78 である。従って、開放性については、「社外あり」の方が高い傾向にあ
ることがわかる。「社外あり」が「社外なし」よりも高い数値を示しているのは、社
外組織に関心をひかれて、社外活動に懸命になる過程があったことから、そもそも好
奇心が広い傾向にある人々が多いためであることが考えられ、やはり「従来型企業戦
士」と「マルチプロアクティブ」の比較と同じ構造である。 
 
以上の結果から、一元配置分散分析の結果有意な差であるとされた尺度については、
全て、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の比較と同じ構造をとること
が明らかになった。 
次に統計以外のデータで、両者の属性について考察する。表 5－6は「社外あり」と
回答した 38 名（9.5％）と、「社外なし」と回答した残 362 名（90.5％）について属
性を比較した表である。順次項目別に考察を試みる。 
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表 5－6： 「社外活動組織あり」と「社外活動組織なし」の属性別状況比較表 
（左表：社外活動組織あり 38 名  右表：社外活動組織なし 362 名） 
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性別について、男女の開きはなく、いずれも男性 9割、女性 1割となった。「男女」
における一元配置分散分析結果の測定尺度でも有意な結果はほぼ得られなかった通り、
社外活動に対する姿勢に男女差は影響しないと考えられる。 
業種については特徴的な結果が認められる。それぞれの群で一定の母数を持ちなが
ら、かつ、その占有比率に特徴が顕著に現れたのが、「公務員」である。「公務員」
と「非公務員」間における一元配置分散分析結果の測定尺度では有意な結果はほとん
ど得られなかったが、比較では、「社外あり」が 38 名のうち 6 名 15.8％を占有し、
「社外なし」が 362 名のうち 30 名 8.3％となった。推察するに、「公務員」を希望す
る方々が、公務員という職業を選択する理由として、「可処分時間の安定的な多さ」
と「生活の事実上の保証」、「土着可能性の高さ」を期待している可能性がある。そ
のため、「可処分時間の安定的な多さ」も、「生活の事実上の保障」、「土着可能性
の高さ」も期待できない民間組織と比較して、相対的に社外活動への動機付けが高い
ものと考えられる。 
職種についても特徴的な結果が認められる。両者を比較して顕著な傾向値をみせた
のが、「2．営業･販売事務」における「社外あり」の占有率の低さ（あり：3名 7.9％
－なし：82 名 22.7％）、「6．購買・仕入れ業務」における「社外あり」の占有率の
高さ（あり：3名 7.9％－なし：4名 1.1％）、「7．製造・生産・品質管理」における
「社外あり」の占有率の高さ（あり：4 名 10.5％-なし：16 名 4.4％）、「9．情報処
理（システム）業務」の「社外あり」の占有率の高さ（あり：6 名 15.8％-なし：35
名 9.7％）である。間違いない事実としての断定は難しいが、職種という切口から考
察すると、相対的に時間をとりやすい、いわゆるスタッフ職（内勤職）に「社外あり」
が偏っている可能性がある。これは外勤職の方が相対的に時間的な余裕がなくなる傾
向にある日本の勤務制度が背景にある可能性がある。 
本職における役職についても特徴的な結果が認められる。両者を比較して顕著な傾
向値をみせたのが、「2．課長クラス」における「社外あり」の占有率の高さ（あり：
15 名 39.5％－なし：83 名 22.9％）、「5．一般社員」における「社外あり」の占有率
の低さ（あり：5 名 13.2％％－なし：141 名 39.0％）である。職種における特徴と同
様に、間違いない事実として断定は難しいが、「社外あり」の中で「2．課長クラス」
が「5．一般社員」より多い理由は、「自身の子供が参加する社外活動」があるため、
既婚でも、子どもが幼少の可能性がある「5．一般社員」が当該社外活動に参加できな
い可能性を指摘できる。また、「自身の子供が参加する社外活動」においては、「社
外活動者」が 40 歳以上の課長職年齢である可能性が高いことも考えられる。同様に婚
姻状況で「4．既婚・子供あり」における「社外あり」の占有率の高さ（あり：23 名
60.5％－なし：180 名 49.7％）が目立ち、扶養・介護状況で「2．扶養者あり、要介護
者なし」における「社外あり」の占有率の高さ（あり：22 名 57.9％－なし：175 名 48.3％）
が目立つのは、同じ理由と推察できる。そのため、年齢、年収、勤続年数に有意な差
が認められたのは、子供を持つ世代が数多く集まっていることに理由が見出せる。た
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だし、会社組織でのプロアクティブ行動に、年齢、年収、勤続年数は、相関分析では
ほとんど相関がないことが明らかになっている。従って、年収や年齢が「社外あり」
の方が高いこと自体は有意であるが、社内活動プロアクティブ行動（会社組織でのプ
ロアクティブ行動）には大きな影響を及ぼさないといえる。 
公休制度における違いは認められなかった。「カレンダー通りの公休制度」と「カ
レンダー以外の公休制度」間における一元配置分散分析結果の測定尺度でも有意な結
果は得られなかった通り、社外活動に対する姿勢に「公休制度」の差は影響しないと
考えられる。業種や職種において時間的な余裕やその期待が関係する可能性を指摘し
たが、実際に日常において時間的な余裕が確保できるか出来ないかは、「公休制度」
によっては決まらないと考えられる。 
 
5.1.6 定量分析における考察まとめ 
本項では、一連の定量分析の結果の考察をまとめる。相関分析、重回帰分析、一元
配置分析を通して、次のことが明らかになった。 
相関分析の結果、社内活動プロアクティブ行動性はプロアクティブ性格、巻き込む
力、レジリエンス力、会社組織コミットメントの順番に正の相関が 0.1％以下の有意
水準で明らかになった。同様にビッグ・ファイブでは誠実性、同調性、外向性、神経
症、開放性の順番で相関性が 0.1％以下の有意水準となった。また、同時に神経症と
開放性については相関性がほとんどないことが明らかになり、誠実性、同調性、外向
性の順番で正の相関が認められた。 
相関分析の結果に基づいて実施した社内活動プロアクティブ行動性の重回帰分析の
結果はプロアクティブ性格、会社組織コミットメント、巻き込む力、レジリエンス力、
の順番に指数として影響力があることが、0.1％以下の有意水準で明らかになった。同
様にビッグ・ファイブでは誠実性、同調性の順番に指数として影響力が高いことが
0.1％以下の有意水準となった。 
重回帰分析を背景にして、一元配置分散分析の結果を考察した結果、「社内外プロ
アクティブの四象限」によって明らかになったタイプ別の有意な平均値の差について
は、重回帰分析で明らかになった諸要素のうち、「組織コミットメント」以外は全て
「マルチプロアクティブ」が優勢であることが明らかになった。そして、それは「マ
ルチプロアクティブ」が勤務先の業務に加えて、社外活動組織に対しても積極的に責
務や事務処理に対応していることが背景と推察することができた。 
組織コミットメントについては「従来型企業戦士」の方が高い傾向を示したため、
「マルチプロアクティブ」の会社組織コミットメントを上げていくことが雇用者側の
課題といえる。ただし、会社組織コミットメントの 400 名の平均値から、日本の総合
職の全体感として「会社組織に対して愛着をあまり感じていない」ことが明らかにな
り、最も高得点であった「従来型企業戦士」も「会社組織に対して愛着をあまり感じ
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ていない」ことが明らかになった。従って、雇用者側の課題は、従業員全体に対して
の会社組織コミットメントの底上げであることが明らかになった。 
さらに、「社外あり」と「社外なし」の一元配置分散分析の結果、有意な差である
とされた尺度については、全て、「従来型企業戦士」と「マルチプロアクティブ」の
一元配置分析の比較と同じ構造をとることが明らかになった。従って、「社内外プロ
アクティブの四象限」における分散の信憑性についても大筋担保できたことになる。 
また、重回帰分析の結果有意とならなかったが一元配置分散分析では有意な結果が
出た尺度については、いずれも「マルチプロアクティブ」が「従来型企業戦士」より
もベースとして高い平均値を記録したことは、参考数値として活用できる。 
以上、定量分析の結果から導き出せる客観的なまとめは、次の通りである。「マル
チプロアクティブ」人材は、社内活動プロアクティブ行動性、プロアクティブ性格、
巻き込む力、レジリエンス力が「従来型企業戦士」よりも高く、活用付加価値が高い。
また、「マルチプロアクティブ」人材は、業務の業績と最も関連性の高いとされる誠
実性や、人当たりの良さを示す同調性の性格傾向も「従来型企業戦士」より強く、活
用付加価値が高いといえる。さらに、「社外組織活動をやっているか」、「社外組織
活動をやっていないか」の基準で考察しても、同様の結果が明らかになった。従って、
企業組織は組織の施策として、社外組織に帰属した社外活動を奨励し、「マルチプロ
アクティブ」人材を活用すべきであると結論付けることができる。 
 
5.2 定性分析結果 
本節では定性分析について記述する。 
 
5.2.1 マルチプロアクティブ１のインタビュー結果と考察 
 
(1)前田 高志 氏（仮名 46 歳） 
食品・酒類卸売業／副部長・次長クラス、少年サッカークラブ／ヘッドコーチ 
 
インタビューは 2014 年 12 月 19 日（金）、前田氏の勤める食品・酒類卸売会社の一
室で実施した。時間はおよそ 90 分である。 
前田氏の事前アンケート結果は表 5－7のとおりである。 
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表 5－7： 前田氏の事前アンケート結果 
 
 
図 5－1の通り、前田氏は「マルチプロアクティブ」に分類され、前節で考察した「マ
ルチプロアクティブ」の中でも特に高い数値を示している。アンケート調査前に、本
研究の趣旨を部分的に解説した過去があったため、アンケートの回答に多少のバイア
スがかかっている可能性は否定できない。しかし、本インタビューは定性的な調査が
目的であるため、前田氏が積極的に社内外でプロアクティブに活動をしていることが
周囲の評判からも明らかであることから、「マルチプロアクティブ」人材であると考
えてよい。インタビューを通しての総評は、「マルチプロアクティブ」の代表的特徴
と捉えられる「境目のない熱意」を強く感じられるものであった。 
再度の記述となるが、インタビューによる定性調査の目的は（1）定量分析の結果が
概ね正しいことを支持するか、（2）定量分析では見えなかった「マルチプロアクティ
ブ」に共通する特徴があるか、を調査・分析するためである。本節では、インタビュ
ー内容を質問紙に沿った形でまとめ、次項で考察を試みる。なお、便宜上、質疑応答
の内容を明確するため、設問を口語体にしている。また、3 氏が組織社会化、組織コ
ミットメント、プロアクティブ行動という用語をインタビュー当時に自らの言葉で使
うことはほとんどなかったが、置き換えられる発言については、適切な用語に置き換
えて記述している。 
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設問 1：前田さんの帰属する社外組織自体と、組織への想いについて教えて下さい。
（１）社外組織での現在について教えて下さい。 
①帰属する社外組織の組織概要と目的を教えて下さい。 
日本サッカー協会チーム登録種別第 4 種に該当する地元の少年サッカークラブであ
り、ボランティアの指導者により運営されている社会体育団体である。小学生のため
にサッカーを指導する社会体育団体で、地元小学校のグラウンドを借りて週末に活動
している。指導者は所属児童の親を中心に構成し、親ではないものの、一部に卒業後
の OB も指導者として所属する。所属児童は各学年で 10 人から 15 人程度であり、全学
年に専任担当コーチがついており、ヘッドコーチとコーチによって指導されている。
指導者は、サッカークラブの代表責任者と監督を合わせて総勢 25 名程。資金はすべて
所属会員からの拠出であり、指導者への報酬はない。小学校の部活動とみられる程に
地域社会にコミットしている。 
競合するサッカークラブは市・県全体に数多く存在し、公益財団法人日本サッカー
協会の定めるヒエラルキーに則り公式試合が組まれている。社会体育団体以外にも、
NPO 法人が運営するサッカークラブも存在し、強豪チームとして名高く、苦戦する。 
  
②前田さんの組織内ポストと活動のモチベーションについて教えて下さい。 
現在、小学校 6年生のヘッドコーチを務める。長男が所属してから継続 12 年が経過
し、現在は次男が 6 年生である。コーチの担当学年は、コーチのモチベーションを担
保するために、原則自分の子供の学年を担当することになっている。所属当初は保護
者として入会したものの、間もなく指導者側の立場として関わるようになり、現在に
至る。息子の成長はもちろんであるが、息子を含む所属児童の成長に教育者としての
醍醐味を感じる。また、仕事以外に集中できる場所としての意味も大きく、指導仲間
との縁も魅力である。 
   
（２）社外組織での過去について教えて下さい。 
①所属のきっかけ、入会当時の目的と現在までの経過について教えて下さい。 
入会は 12 年前。長男がすでに幼稚園のころからサッカーをはじめて、自然と小学校
で見知っていたサッカークラブに関心が向かった。最初は保護者であったが、コーチ
として指導者就任を求められた。振り返れば誘われやすい言動をしていたが、息子の
成長を間近で支援するために、あまり躊躇せずに引き受けた。日本サッカー協会では、
指導者育成のシステムも整備されており、その代表格である審判の資格も必要に応じ
て取得した。入会当時は、コーチは 10 人しかいなかったが、次第に層が厚くなって現
在は 25 人にまでなった。 
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②前田さんの組織社会化、コミットメント、プロアクティブ行動化の経験と過程を教
えて下さい。 
二つある。一つ目はサッカークラブの事務局である「連絡担当」の経験である。サ
ッカークラブには、大会出場の諸手続きや運営事務、情報周知などを担当する事務局
的な「連絡担当」というポストがあり、そのポストを 2 年担当した経験が大きい。担
当するきっかけはやむを得ずの事情であったが、組織を円滑に運用するために、運営
側として組織にフルコミットして考える必要に迫られた。結果として、ヒエラルキー
のはっきりしない社外組織の運営や、煩雑な事務の統制、合宿の調整など、具体的な
オペレーションをいろいろ経験し、覚えた。また、「連絡担当」の役割を組織の中で
円滑に運用するため、担当時代に「連絡担当」の引継ぎと運営手法を仕組化すること
にした。具体的には、コーチとして運営側の事情も理解している小学校 5 年生の指導
者から就任することにした。現在も毎月 1 回のコーチ会議を実施しているが、連絡担
当が取りまとめを行っている。 
二つ目は、息子の成長過程とかかわり方の変化である。当初は息子のサッカー技術
が上達してほしい一心でコーチを引き受けていた。そのためにクラブとたくさんコミ
ュニケーションをし、指導者向けの本を読みこんだ。ところが、2、3年経過したころ、
息子に対して過剰な干渉していることに気付いた。息子が、いいプレイしても、悪い
プレイしても自分（前田氏）の顔を窺うようになっていた。息子のご機嫌伺いは、息
子を縛ってしまっているように感じた。丁度そのタイミングで関わり方の転換を促す
かのように、クラブ OB でスマートな若者がコーチとして戻ってきた。息子の成長をそ
の若いコーチに任せようと決心した。それをきっかけにして、親やコーチが恣意的に
子供の成長をコントロールしようとしても、子供のためにならないと思うようになっ
たし、息子を代表的な例として子供の成長を一歩引いてみられるようになった。振り
返れば本当の意味での「コーチング」を体得するきっかけになった。人の成長には個
人差があって必要なタイミングで必要な指導をしなければならない。仕事にも通じる
話であるが、「成長を待つ」といった力が養われた。そのような経験を経てチーム運
営側の立場に携わって 10 年が経過した。振り返ると反省点も多いが、組織作りの意識
が培われたと考えている。 
 
③過去の組織内コンフリクトや課題の解決方法について教えて下さい。 
人生経験の少ない OB や特徴的な保護者とのコンフリクトは存在する。特に保護者と
の場合、自分の子供の成長を目的とした意見をクラブ全体に対して強く主張する例が
多い。クラブはボランティア団体であり、仲間付き合いによる集団であるため、衝突
するというよりも、主張を受け流すような対応となる。そのような方々の多くは、ク
ラブ側になじめなくなって自然と自主退会していく。会社組織と違って、「やめられ
ない理由」はほとんどないため、自然淘汰がスムーズともいえる。合議による非常に
民主的な意思決定がなされていることも背景である。 
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直近のコンフリクトは、クラブの監督との間に起きた。監督は人徳者であり評判も
上々であった。しかし、SNS であるフェイスブックに、6年生のチームに対するネガテ
ィブなコメントを断続的に投稿したことがきっかけでコンフリクトは発生した。コー
チ陣は騒ぎ立てる内容ではないとして看過する態度であったが、投稿を確認した母親
たちが不快を強く表明した。クラブ全体の雰囲気が悪くなっていったのが明らかであ
ったため、（前田氏は）担当学年のヘッドコーチとして、2014 年の合宿遠征を前に監
督の意図をただすことになった。監督は教育者として 6 年生のために「あるべき論」
を投稿したと説明したが、保護者（母親）にとっては批判のように映り、受け入れら
れるものはなかった。監督は「子供たちのため」としていたが、「子供が直接フェイ
スブックで当該投稿を確認して考えるプロセスはあり得ず、監督して目の前で主張す
べきである」と指摘して、投稿の削除を要求し、削除された。 
コンフリクトや課題は、必要に応じて、社内行動も含めて真正面から率直に問いた
だすスタンスをとっているが、クラブチームの監督とのコンフリクトは 12 年間で初め
てであり、（前田氏）個人としての主張ではなく、ヘッドコーチとしての立場と母親
たちの意見を代弁する立場として、対応することになった。 
 
（３）社外組織の未来について教えて下さい。 
①いつまで、どういう理由で今の社外組織の活動を続けますか。 
12年間、土日はほぼすべてサッカークラブにフルコミットし、時間を費やしてきた。
次男が今年度（2014 年度）で小学校を卒業するし、監督とのコンフリクトもあった。
さまざまなめぐりあわせでイベントが重なって、今が余暇の時間の使い方を見直すタ
イミングだと考えている。当然、長年過ごした組織に愛着と感謝を感じているし、き
っぱりやめることはあり得ず、所属は続けるつもりである。組織運営の役務からは一
歩引いて、支援者側の立場として関わっていきたい。 
  
②今後、組織をどうしたいか、またその過程で自分がどうありたいですか。 
2014 年を境目に、組織運営の役務からは一歩引くつもりであり、組織運営は次の世
代に任せる。12 年間、多くの子供たちを送り出してきた。一番上は 18 歳になる。も
うすぐ飲酒も可能になるし、息子はもちろん、送り出した子供たちと宴席で今の悩み
や昔話、夢の話で時を過ごす時間が今から楽しみであるし、その受け皿になりたい。 
 
③組織を離れることになったら、違う組織を見つけますか 
今までを振り返って家族や自己投資の時間配分は見直そうと考えているが、違う組
織を見つけようとは考えていない。そもそもサッカークラブから籍を抜くことはない。 
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設問２：前田さんの勤務先について教えて下さい。 
（１）勤務先での現在、過去、未来について教えて下さい。 
①勤務先組織、ポスト、プロアクティブ行動のモチベーション（現在）について教え
て下さい。 
勤務先は東京都中央区に居を構える創業 300 年超の食品酒類卸売企業であり、業界
大手の独立系企業である。現在、同社人事総務部で副部長を務める。営業畑が長かっ
たが、6年前に管理職昇進と同時に管理畑に異動、現在に至る。組織を俯瞰しながら、
経営計画に沿った人事戦略の立案と実行補助、従業員の育成プログラム、採用戦略の
とりまとめを主な業務とする。生来、何事に対しても真正面から課題に付き合い、は
っきり物事を主張し、解決していくタイプと自負しており、入社以来一貫して、現在
ではプロアクティブ行動と定義される積極的な職務態度で業務に臨み、そうあり続け
ようとすること自体がモチベーションである。 
 
②組織社会化、組織コミットメント、プロアクティブ行動化の過程（過去）について
教えて下さい。 
入社時、世の中はバブルだった。同期全体として楽観的な雰囲気が漂っていた。そ
の背景もあって、同期退社は多かった。反面、「後ろ指をさされたくない」「他責に
してはならない」という信念的性格を一番の理由として、離職意思は全くなく、目の
前の課題に真正面から取り組んでいたと振り返る。入社当初半年間の放牧教育であっ
たり、毎晩の宴席であったり、理不尽な課題であったりと当時の同期の間で不満対象
となっていた業務に対しても、良い意味で積極的に楽観的な姿勢で業務に臨んだ。目
の前に現れた環境に真正面から素早く対応するという根本姿勢は今も変化せず、その
時の立場で正しいと考える姿勢で臨んできた。 
営業畑から管理畑への異動は想定していたキャリアとは違ったが、初の管理職就任
で期待されている役割もはっきりさせることができたので、やはり積極的楽観的にと
らえ業務に臨んだ。その後一年足らずで人事部管理職への異動命令はさすがに驚いた
ものの、5年が経過し、人事系キャリアが確立したことを考えると、キャリアとして 2
つ以上の畑を与えられたことに非常に感謝している。 
 
③今後のキャリアについての考え（未来）はありますか。 
離職意思は皆無であり、スタンスも変えない。その時の立場での正しいやり方と、
信念的性格を背景にした生来の職務態度で臨む。 
 
（２）社内でのプロアクティブ行動について教えて下さい。 
①社内コンフリクトや目の前の課題の発見、解決に関する考え方はありますか。 
企業組織である以上、組織内コンフリクトは免れないが、都度発生してきたコンフ
リクトや困難な課題に対しては、常に態度を鮮明にしてはっきりさせてきた。若いこ
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ろは何でもストレートに表現して、場合により、コンフリクト解消や課題解決のため
の踏み出した行動もしてきた。反面、近年では「待つこと」を体得したと自覚してい
る。場合により、あえて対象自身で「泳いでもらう」ことが必要であるという考えで
ある。上下問わず、その立場に応じて、それ以上「他者から干渉されずに自ら解を導
くべき領域」が存在し、その領域へと導くための材料を提供する行動をするようにな
った。 
自分の力で解決したい性分であり、解決しない状況が気持ち悪く感じてしまう。先
送りしないで解決したいという気持ちが強く、その場で解決することを優先してきた
ため、蓄積が足りていないという気持ちもあった。しかし、近年の「泳いでもらう」
感覚体得は一つの変化であり、「コーチング」の要素の中では非常に重要である。 
 
設問３：社外活動と社内活動の互いの影響について教えて下さい。 
（１）両サイドのそれぞれの好影響について教えて下さい。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面ではありますか。 
サッカークラブから受けた一番の好影響は、スキルとマネジメントの側面としての
「コーチング」技能そのものであり、そこから発展した「部下の育成」哲学である。
息子の成長に対する執着と挫折、他者への委任の過程が「人を育てること」について
深く考えるきっかけとなり、特に「待つこと」や「泳いでもらうこと」という育成哲
学に発展したと考える。ヘッドコーチとしての週末に意識していたことが、勤務先に
おいても応用するようになっていた。 
クラブ運営側としての「連絡担当」の経験では、限られた時間で全方位的に処理し
なければならない事務をこまめに素早く対応していたことに、仕事における必要処理
も常に加わることによる相乗効果もあり、瞬間的判断力と処理が繰り返され、いつの
間にか事務処理スキルやタイムマネジメント力強化されていたと考える。 
相乗効果として特にあげるのであれば、人事部として採用した研修プログラムの「7
つの習慣」がある。「7 つの習慣」は、仕事の生産性と満足度を向上させることをベ
ースにした、仕事以外にも普段から心がけるべき生活習慣であるが、通常、企業組織
以外では実践する場はなく、習慣化する前に「知識の蓄積」で終わってしまうケース
が多い。検証の場としてサッカークラブで実践してみたところ、その結果として得ら
れる経験値は、会社では得られないものであった。一般的には生活の生命線である勤
務先の大人たち相手ではなく、子供たち相手に検証できた点がその効果を高めたとも
感じる。その学びを勤務先で生かして、人事部として普及に努めている。 
人脈という意味でも大きい。勤務先では得られないつながりや縁がたくさんある。
仕事では、自営業の方々や、取引とは関係ない業界の方々と深く話す機会は多くない
が、サッカークラブではそれぞれの人生模様や苦労話が聞ける。子供たちを育成した
いという企業とは全く違う共通利害の中で繰り広げられる縁は本当に貴重だと感じる
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し、将来サッカークラブに顔を出してくれるだろう成長した卒業生たちと話すのは今
から楽しみである。まさにダイバーシティーの世界が社外組織にはあると考える。 
振り返ると、「自分を成長させてくれた組織である」と感じるし、愛着もひとしお
である。実は子供たちよりも、運営に携わる大人たちの方が学んでいるといっても過
言ではないかもしれないとまで感じる。 
 
②勤務先の反応についてはありますか。 
周りからの直接的に好評価してもらった記憶はないし、それは望むものではない。
しかし、自分が懸命に取り組んでいることであるから、活動自体については自分から
話題にしている。 
 
（２）両サイドのそれぞれの悪影響について教えて下さい。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面についてはありますか。 
スキル面やマネジメント面では悪影響はないが、精神的な側面では勤務先というよ
りも、家族を軸に自身とその周りに精神的な負担を与えてしまったのは事実。家族が
考える家庭内の重要な事案が先送りされることや、クラブチームから漏れ聞こえてく
る評判は必ずしも家族にとって快いものではなかった。また、仕事以外では、全精力
をささげていた自覚もあるので、「タスクがない」日は年に 1 日か 2 日くらいしかな
い日々だった。サッカークラブでの 12 年間が全てうまくいったわけでもなく、これで
良かったのかと反芻することも多くなってきた。自分を支えてくれていた周りへの配
慮がもう少しできたのではないかとも考えている。忙しすぎて余裕のない日々を振り
返ると、そうさせてくれたことに深い感謝をしなければならないし、考える時間を作
りたいと思っている。 
 
②勤務先の反応はありますか。 
勤務先やお得意先に対して迷惑をかけてしまったことは一度たりともない。そのよ
うにしているし、しなければ社外活動は憚れるものである。ただし、自分が土日はサ
ッカークラブに時間を当てていることは表現し続けてきた。その事実を周りに理解し
てもらう努力は、批判を浴びないための重要な言動だと考える。 
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5.2.2 マルチプロアクティブ２のインタビュー結果と考察 
 
(２)村山 誠 氏（仮名 43 歳） 
教職公務員／主幹教諭、 
日本ボーイスカウト東京連盟多摩西地区実働団／団委員長 
 
インタビューは 2014 年 12 月 21 日（日）、村山氏の所属する日本ボーイスカウト東
京連盟多摩西地区実働団の本部の一室で実施した。時間はおよそ 80 分である。 
村山氏の事前アンケート結果は表 5－8のとおりである。 
 
表 5－8： 村山氏事前アンケート結果 
 
図 5‐8の通り、村山氏「マルチプロアクティブ」に分類され、「マルチプロアクテ
ィブ」の中でも特に高い数値を示している。前田氏同様に、アンケート調査前に本研
究の趣旨を若干説明しているため、アンケートの回答に多少のバイアスがかかってい
る可能性は否定できない。しかし、本インタビューは定性的な調査が目的であるため、
村山氏が積極的に社内外でプロアクティブに活動をしていることが周囲の評判からも
明らかであることから、「マルチプロアクティブ」人材であると考えてよい。インタ
ビューを通しての総評は、キャリアの長い社外組織活動のプロアクティブ行動が社内
活動のプロアクティブ行動の根拠であり、やはり前田氏同様に、「境目のない熱意」
が特徴的であった。 
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なお、本項では、前項同様にインタビュー内容を質問紙に沿った形でまとめ、次項
で考察を試みる。 
インタビュー内容の記述を前に、村山氏の社外活動組織とポストについて簡潔に既
述する。これは執筆者も村山氏と同じくボーイスカウト活動に取り組んでいるため、
インタビュー上では社外活動組織としてのボーイスカウトと、村山氏のポストの説明
については割愛したためである。 
 ボーイスカウト運動は、1907 年にイギリス陸軍少将（男爵）のロバート・スティー
ヴンソン・スミス・ベーデン＝パウエル（Robert Stephenson Smyth Baden-Powell, 1st 
Baron Baden-Powel of Gilwell、1857 年-1941 年）が創設した青少年育成のための運
動であり、全世界でおよそ 3,000 万人が加盟する世界最大級の青少年育成組織である。
成人達が協力し合い、野外活動を通して青少年に様々な経験をさせることで、社会・
地域・生活に必要な数多くの知識を得てもらうことを目的とする。教育の目標は「よ
き社会人の育成」とされており、教育プログラムのキーワードは「野外活動」「班制
度」「進歩制度」である。日本連盟では、小学校一年生から正式加盟を認めており、
女性の加盟員も多い。活動自体は、年代別に活動部隊を編成し、各部隊に合わせた教
育方針が設定されている。青少年少女たちはボーイスカウトに入る際に「ちかい」を
たてて、「おきて」の実践を心がけるように宣言する。「ちかい」と「おきて」の実
践はスカウト運動に携わる者の根幹的思想であり、運動の根拠でもある。 
「ちかい」 
一、神（仏）と国とに誠を尽くし、「おきて」を守ります。 
一、いつも他の人々を助けます。 
一、体を強くし、心を健やかに、徳を養います。 
「おきて」 
一、スカウトは誠実である。 
二、スカウトは友情にあつい。 
三、スカウトは礼儀正しい。 
四、スカウトは親切である。 
五、スカウトは快活である。 
六、スカウトは質素である。 
七、スカウトは勇敢である。 
八、スカウトは感謝の心を持つ。 
「ちかい」にある通り、ボーイスカウトは信仰心を重要視しているが、これはイギ
リス発祥の運動であることを背景にしている。ボーイスカウト運動の定義を定める「基
本原則」では、この信仰心を「神へのつとめ」と呼び、それは精神的な原理を示すも
のであり、特定の宗教をさすものではないと説明している。また、「信仰上の原則の
堅持、それらを表明する宗教への忠誠、及びそこから生じる義務の受け入れ」が青少
年の教育にとって重要であると続けて説明している。日本連盟では、日本における生
 59 
活が、寺院や神社、教会による行事や、季節の祝い事などの習慣から、生活の一部と
して日常的に宗教と広く浅く関わっているため、スカウト運動全体として特定の宗教
についての指導について深く言及していないが、最年少部隊（小学 1、2 年生）でも、
｢神や仏の存在を知る」ことを活動に取り入れることを奨励している。 
組織はイギリスに本部を置く世界機構を頂点として、各国に運動を取りまとめる事
務局組織が置かれている。日本では公益財団法人ボーイスカウト日本連盟がその任務
に当たっており、奥島孝康氏（第 14 代早稲田大学総長、日本高等学校野球連盟会長）
が理事長を務める。日本連盟の下に各都道府県連盟が置かれ、さらに活動単位として
地域別に「活動地区」と「団」が設定されている。執筆者は村山氏と同じく、東京連
盟多摩西地区実働団に所属している。 
成人指導者は原則ボランティアであり、無報酬である。少年時代からスカウト運動
に取り組み、そのまま指導者になる例と、自分の子供がボーイスカウトに加盟したこ
とを契機にして指導者になる例がある。指導者に対しては、青少年たちを、基本原則
にのっとったプログラムで育成するために、役職のレベルに合わせた研修プログラム
が細かく用意されている。そのため、各部隊を取りまとめる隊長職以上には、所定の
研修を修了することが義務付けられている。なお、活動資金は加盟員からの拠出が中
心である。 
加盟員は原則として「団」に所属しており、「団」が活動単位の「現場」となる。
団は、活動を運営する「団委員会」と、資金調達と団の活動を支援する「育成会」で
組織され、「団委員長」が実質的な運営者であり、責任者となる。団の活動は「隊」
によって運営され、年代別に隊を組織する。具体的には小学校低学年がビーバー隊を
編成し、小学校高学年がカブ隊を編成し、中学生がボーイ隊を編成し、高校生がベン
チャー隊（旧シニア隊）を編成し、25 歳まで成人がローバー隊を編成する。隊の責任
者は「隊長」であり、隊単位での教育プログラムとその運営を統括し、「団委員会」
や「地区」などの各上位組織への報告義務を負っている。 
村山氏は日本ボーイスカウト東京連盟多摩西地区実働団の団委員長を務めている。
登録加盟員はスカウトと指導者を合わせて 80 人程度の組織である。 
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設問 1：村山さんの帰属する社外組織自体と、組織への想いについて教えて下さい。 
（１）社外組織での現在について教えて下さい。 
①帰属する社外組織の組織概要と目的 
②村山氏の組織内ポストと活動のモチベーション 
  （インタビュー省略） 
（２）社外組織での過去について教えて下さい。 
①所属のきっかけ、入会（入団）当時の目的と現在までの経過について教えて下さい。 
35 年前、母親の勧めで入団した。私立の小学校に通っていて、地元の友人がすくな
いまま成長することを懸念して、入団させたと聞いている。自分自身がボーイスカウ
トに魅力を感じて入団したわけではないが、野外をフィールドに、複数世代の小集団
で、学校では学べないことが体験できるのが楽しくて、自然となじんでいった。それ
から高校生まで、教えられる側のスカウトとして活動に参加し、大学生から指導者側
の教育者として組織運営に携わっている。他のどの組織よりも長く関わりのある集団
であり、活動は生活の一部である。 
 
②村山さんの組織社会化、コミットメント、プロアクティブ行動化の経験と過程につ
いて教えて下さい。 
組織社会化、コミットメント、プロアクティブ行動化いう明確な区切りは感じない
が、スカウト時代の組織社会化はカブスカウト時代に組長職を経験したことが始まり
だと感じている。自分の指示のもとに組員をまとめ上げなければならない初めての経
験であったし、そのころから主体的に活動を楽しむようになっていった。ボーイ隊に
入ると活動自体が魅力的だった。内容が非常にアクティブで、キャンプやハイキング、
登山を、ボーイスカウトの進歩過程に合わせて、班単位で毎週何かに挑戦できること
がとにかく自分をワクワクさせてくれた。シニア隊ではボーイスカウトの最高章であ
る「富士章」の取得を目指して邁進した。そのころには常時プロアクティブ行動をし
ていたと思う。その時の恩師は当時の地区シニア担当の副コミッショナーだった。富
士章を取得するには、大人のサポートとして、地区、都道府県連盟、日本連盟の事務
局への膨大な事務を迅速に処理しなければならないため、スカウト個人が努力しても
取得には至らない。コミッショナーは自隊のスカウトでもないのに、突然押しかけて
くることの多かった自分のレポート指導や、手続きについて嫌な顔一つせずに面倒を
見てもらった。今でも深い感謝をしている。結果として富士章は取得できなかったが、
理由が隊長の事務処理遅延であったため、悔しい想いをした。ボーイスカウトでは進
級制度にのっとって進級しようとすると、必然的にプロアクティブ行動をとるように
なると考えている。 
ローバー隊に入隊してから指導者を兼務したが、指導者になってからのプロアクテ
ィブ行動化は指導者になった当初からである。自分を指導してくれる大人たちに対し
て憧れも幻滅もあったし、シニア隊時代から子供たちへの教育自体に魅力を感じるよ
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うになっていた。指導者になるきっかけはなく、自然の流れで当然のように指導者の
道を選択した。当実働団は某実働団の拡大に伴う分封により誕生したので、スカウト
出身の指導者は自分が初めてだった。そのため、モデルケースの先輩はいなかった。
だから、指導者になってすぐに所定の研修会にも参加して、ボーイスカウト指導者と
しての体系的な学びにも積極的に参加した。色々なことがあって現在に至るが、今は
当実働団の責任者というよりも、当実働団への尽きない恩返しの在り方として団のス
カウトのために全力を尽くしていきたいと考えている。 
 
③過去の組織内コンフリクトや課題の解決方法について教えて下さい。 
スカウト時代のコンフリクトは富士章が取れなかったシニア隊時代の経験である。
シニア隊のプロジェクトは必ずバティを組んでやり遂げなければならないが、バディ
相手と趣味嗜好がかみ合わなかった。ただし、富士章をとるために、自分が譲歩して
プロジェクトの企画、計画、実行、報告の一連のアクションを起こしてきた。地区コ
ミッショナーの後方支援があったものの、自隊の隊長の事務処理が遅延したことがあ
り、富士章の取得は叶わなかった。その時の大人たちの中には、今振り返ると、自分
にとって教師と反面教師の両方が明確に存在していたと思う。今の仕事も含めて、教
育者のあるべき姿の基礎となっている。 
指導者になってからの最も大きなコンフリクトであり、今の組織運営の考え方の礎
となった出来事は 15 年前の組織改革である。歯止めの利かない所属スカウトの減少の
責任追及と当実働団の活性化を期して、当時のビーバー隊、カブ隊、ボーイ隊、ベン
チャー隊の隊長、団委員長ら運営幹部にポストを退いてもらったことである。自分の
ベンチャー隊隊長就任も含めて、ドラスティックな若返りを図って、団委員会での合
意を経て、指導体制を一新してもらったが、今でもあれでよかったのだろうかと時折
振り返っている。ベテランの知恵は必要であったと思うし、指導者の減少は、隊の運
営にも影響を及ぼした。若返りによるマンネリ化した活動は刷新されたが、結果とし
てスカウトの減少は変わらなかったし、当実働団は縮小の一途をたどってしまった。
組織改革から数年後、当時、仕事内もコンフリクトが多く、地元を離れて離島で勤務
することになり、縮小は誰も止めることができなかった。その 4 年後に離島から地元
に戻ってきて、長女もボーイスカウトに入団させて指導の現場に復帰した。その時か
ら当実働団の再興を目指して、ビーバー隊の副長としてスカウトの増員から始めた。
この一連の経験は組織の持続可能な運営という切り口から、今の立場になっての組織
運営哲学の礎になっている。特に、自分だけが熱意を持っていても組織はうまく回ら
ないことを体験したし、命令系統のない社外組織では、人のモチベーションマネジメ
ントが核心であると考えている。自分の使命は当実働団の活性化という絶対目的のた
めに動くことである。 
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（３）社外組織の未来について教えて下さい。 
①いつまで、どういう理由で今の社外組織の活動を続けますか。 
生活の一部である以上、死ぬまで続けることになると思う。一度スカウトになって、
今現在も恩恵を受けているし、当実働団と所属スカウトのために尽くしたい。それ以
上の理由はない。 
 
②今後、組織をどうしたいか、またその過程で自分がどうありたいですか。 
今は団委員長であるが、長く続けるつもりはない。自分が団委員長でなくても持続
可能な団運営の基盤が整えばすぐにでも交代したい。そういう意味で次の団委員長を
見つけることも仕事。子供に直接関わりたいので、可能な限り早く現場に戻りたい。
ただし、当実働団の活性化という絶対使命は変わらないので、必要ならまた団委員長
もやる。自分が状況に応じて立場を変える準備がある。 
 
③組織を離れることになったら、違う組織を見つけますか。 
消滅しない限り離れないが、もしなくなったら、違う団でスカウトは継続する。離
れることはできない。 
 
設問２：村山さんの勤務先について教えて下さい。 
（１）勤務先での現在、過去、未来について教えて下さい。 
①勤務先組織、ポスト、プロアクティブ行動のモチベーション（現在）について教え
て下さい。 
小学校教員であり、主幹教諭を務める。現在、副校長の昇格審査をパスし、学校経
営のキャリアへ行くことになっている。プロアクティブのモチベーションは「そうす
べきだから」である。考え方の素地は、全てボーイスカウトで先に経験しており、そ
れ以上の理由はない。 
 
②組織社会化、組織コミットメント、プロアクティブ行動化の過程（過去）について
教えて下さい。 
教育を仕事にしようと思ったのは、ボーイスカウトを懸命に取り組んでいた結果で
ある。子供を教育することの魅力を感じて決心した。ボーイスカウトをやっていなか
ったら教員にはなっていない。従って、ボーイスカウトがプロアクティブである以上、
教員の仕事がプロアクティブなのは当然である。 
プロアクティブの仕事スタンスの何が変わったわけではないが、離島への異動と離
島での教員生活が転機だった。12 年前、離島に異動したが、逃げるような異動であっ
た。ボーイスカウトで教育者の理想像を作り上げていたことが逆に作用してしまった。
職場の同僚たちから教育者としての誇りや想いは一切感じられず、労働組合の活動や、
労働者の権利の主張に懸命になっている現状、仕事についても教育理論ばかりが先行
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する状況が日常化していた。教育者とは到底認められない教員が多いことに納得でき
ず、異動しても状況は変わらないと考え、辞表の提出にまで至った。結局、辞表が留
意され、離島への異動となった。 
離島へ異動し、その教育思想に感化されたのが新しい職場の校長であった。校長は
子供のために「必要なこと」を徹底して実践する教育スタンスであり、教員や保護者
は全て、「必要なこと」を実践するためのツールであるという教育思想をもつ教育者
だった。自分の考え方をサポートする教育思想でもあったし、考え方に深く感化され
た。校長は同校の教員に対してはいわゆる親分気質のマネジメントスタイルで接して
いた。すべての責任は自分が取るから、真正面から必要だと思うことをやり切りなさ
いと言われ、色々なことをやらせてもらった。島での生活や遊びの仕方も教わったし、
恩人である。異動前の仕事スタンス、教育者としての思想が変わったわけではないが、
認めてくれて評価してくれることが大きかった。自分の教育者としてのスタンスに大
きな自信と確信がついた期間であったと振り返っている。 
一方、仕事の組織コミットメントが低いのは当然である。教職業界は仕事に対して
プロアクティブな傾向がある例は多いが、組織コミットメントが高い例はほとんどな
い。地元だけでも 2,000 人以上の教員がいて、東京都だと 35,000 人にもなる。異動も
多く、長期間同じ職場で働く同僚は多くない。研修も組織コミットメント向上に対す
るフォローには関心が置かれていなく、管理職研修でも「職場」運営に対する視点に
フォーカスされていることが多い。ボーイスカウトと違って 20 年、30 年以上顔を合
わせ続けているメンバーと運営している組織と同じレベルにはなりえないのは当然。 
 
③今後のキャリアについての考え（未来）はありますか。 
近い将来、学校長として学校経営をする道を選んだ。自分の学校経営像はあるが、
それはボーイスカウト組織と変わらない。「ちかい」と「おきて」の実践である。特
に「おきて」に定められている道徳的規範は普遍的な価値であると考えている。 
 
（２）社内でのプロアクティブ行動について教えて下さい。 
①社内コンフリクトや目の前の課題の発見、解決に関する考え方について教えて下さ
い。 
課題やコンフリクトは常に存在する。管理職クラスになって、「負けどころを見つ
ける」ことを覚えた。勝ち切らないことが大事と考えるようになった。ある意味、花
と実の理論である。教員間の課題や、コンフリクト、保護者との間に生じるコンフリ
クトも、「あるべき論」を徹底すれば、手続き的に正しく押さえつけることは可能で
あるが、主張者側が納得をもって退いてもらえれば、その後のコンフリクトの大部分
は抑えられる。 
負けどころの発想は、目の前の業務に一生懸命取り組んでいるとたどり着かない発
想である。立場がそうさせていることを自覚している。子供のための円滑な組織運営
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がぶれない軸であるならば、必要だと考える。押し相撲だけではうまくはいかない。
最近はそういう解決方法が目立って多くなってきた。 
 
設問３：社外活動と社内活動の互いの影響について教えて下さい。 
（１）両サイドのそれぞれの好影響はありますか。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面についてはありますか。 
教職者として必要なスキルやセンスは全て先にボーイスカウトで経験したことであ
るし、学校だから、ボーイスカウトだから、といった境目はなく、同じ教育というフ
ィールドである。好影響というよりも、ボーイスカウトで先に経験したことを仕事で
適用している感覚である。「負けどころを見つける」という考え方もボーイスカウト
の隊運営で身に着けた感覚である。給与の発生する組織と違って、命令が体系的に効
果を発揮できない組織である以上、人を動かすのは納得感である。そういう意味で、
仕事の方がマネジメントは容易である。 
また、教員にとって、人脈や多種多様で豊富な経験という意味で、ボーイスカウト
のみならず、社外活動の意味合いは大きいと感じている。教員を取り巻く環境には、
様々な出自の子供たちや保護者が存在する。政治家を親に持つ家庭や、ネグレクトの
家庭、両親のいない家庭など、複雑な環境を抱えている人々であふれている。一方で、
教員のほとんどが 4 年生大学の教育学部出身で、生活が安定することに魅力を感じて
教職公務員を選んでいるケースも多い。それなりに恵まれた環境で教育を受け、試験
に合格してきた人たちばかりで構成されている。過去に子供たちと触れ合った経験を
持つ新任教員はほぼいないし、何年たっても子供との触れ合いがうまくいかない教員
もいる。また、仕事ばかりに懸命で、理論的な専門性は向上していくものの現場力が
いつまでたっても向上しない教員がいる。そのような教員は、自分たちを取り巻く複
雑な環境を理解することはできないし、そもそも複雑であること自体理解ができてい
ない例もある。学校以外のフィールドで、仕事では体験できないたくさんの経験やた
くさんの人々と触れ合うことで、理解できることが多いと考えている。優秀な教員と
そうでない教員の大きな差は、外に開かれた行動力とその行動力を根拠にした経験の
豊富さである。学校経営に携わっていく中で、社外活動は奨励していく。 
 
②勤務先の反応はありますか。 
特に称賛する声はないし、求めていない。ボーイスカウト活動に取り組んでいるこ
とを認知してもらっているだけで十分。 
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（２）両サイドのそれぞれの悪影響はありますか。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面はありますか。 
良いことはあっても悪いことはないと認識している。 
 
②勤務先の反応はありますか。 
迷惑をかけたことはないと思っているが、揶揄されることはある。また、ボーイス
カウトの研修で休暇をとることがあるが、仕事に十分還元できていると認識している。 
 
5.2.3 マルチプロアクティブ３のインタビュー結果と考察 
 
高橋 政人 氏（36） 
建設業／主任クラス 
チャリティー“ほろ酔い”英語音読会／事務局長 
 
インタビューは 2014 年 12 月 25 日（木）、高橋氏の勤務先近くにある喫茶店にて実
施した。時間はおよそ 80 分である。 
高橋氏の事前アンケート結果は図 5－9のとおりである。 
 
表 5－9高橋氏事前アンケート結果 
 
図 5－9の通り、高橋氏は「マルチプロアクティブ」に分類された。高橋氏は前田氏、
村山氏とは若干の差が認められ、社外組織活動に対するプロアクティブ行動力が社内
活動に対するプロアクティブ行動力と比較して高い数値が現れた。また、社内に対す
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るプロアクティブ度合いは、プロアクティブ行動の高低を判別する中央値に比較的近
い値となっていたことから、タイプⅢ「ライフ重視」寄りの「マルチプロアクティブ」
人材である可能性がある。また、前田氏、村山氏同様に、アンケート調査前に本研究
の趣旨を若干説明しているため、アンケートの回答に多少のバイアスがかかっている
可能性は否定できない。しかし、両者と同じく、インタビューを通しての総評は、「マ
ルチプロアクティブ」の代表的特徴と捉えられる「境目のない熱意」を強く感じられ
るものであり、高橋氏の場合は特に、仕事と社外組織活動の境目を意識的に外してい
るように感じられた。また、高橋氏は、今回のインタビューで中心的に回答いただい
た「チャリティー“ほろ酔い”英語音読会」以外にも 3 つの社外活動組織に主要運営
者として、3 つの社外団体組織に一般参加者として、合計 7 つの社外団体に帰属して
いる「マルチプロアクティブ」である。 
 
設問 1：高橋さんの帰属する社外組織自体と、組織への想いについて教えて下さい。
（１）社外組織での現在について教えて下さい。 
①帰属する社外組織の組織概要と目的を教えてください。 
「チャリティー“ほろ酔い”英語音読会」は、「一般社団法人はなそう基金」の代
表理事が、2011 年 11 月、東北大震災からの復興と地方活性化を期して 10 年は通い続
けると宣言して活動を開始した「Komo’s 英語音読会＠陸前高田」の東京仕様の勉強
会である。目的は「Komo’s 英語音読会＠陸前高田（はなそう基金）」の支援であり、
参加者は食事代の実費の他に、1000 円をチャリティーとして寄付する。開催は月 1回
程度であり、毎回 60 人ほどが参加する。内容は、米国上場企業の IR 資料等の公開資
料をテキストにして、徹底して音読を繰り返しながらビジネス英語を学ぶという会で
ある。支援先の「はなそう基金」は、代表理事が前職の外資系人事・組織系コンサル
ティング会社日本法人代表を務めていた2012年3月に私費で設立した被災地復興支援
を目的とした基金（一般社団法人）である。代表理事は人々が理解しあうために、「ま
ず話す」ことを重視したいという考えから、「はなそう基金（英名: “Let‘s Talk” 
Foundation）」と命名した組織である。代表理事が掲げる「はなそう基金」の使命は
大きく 3つあるとして、ホームページには以下のように記載している。 
 
「伝道」 
東日本大震災に起因する様々な出来事を世界に伝え、語り継ぐことで、多大な犠牲
からの学びが一過性のものに終わらないようにします。 
「触媒」被災地の人々と日本国内の他地域、および海外各地域の人々との絆を醸成
することにより、復興につながる人的基盤づくりを促進します。 
「応援」生命の尊重、自然との共生、歴史的学びの行動化に関して、象徴となるよ
うな被災地の事業活動、その他関連する各種活動を応援します。 
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まずは、陸前高田における毎月の「Komo’s 英語音読会」を着実に継続実施しな
がら、それを軸に自然に広がっていく縁の中で使命に添う活動を進めて参ります。 
 
以上を使命とする「はなそう基金」を東京からも支援できるように整えたのが「チ
ャリティー“ほろ酔い”英語音読会」である。従って、英語は「支援ツール」であり、
参加者も東北大震災被災地支援を背景にしていることを参加してから知るケースも多
い。代表理事は、東京での運営事務の多くを高橋氏に委任し、代表理事自身は東北に
深くコミットしている。 
代表理事は人的支援を重視したいと考えているため、「チャリティー“ほろ酔い”
英語音読会」に参加し、支援の意思に深く同意していただいた参加者に、音読会の原
点である「Komo’s 英語音読会＠陸前高田」へ出向いてもらい、ともに復興支援に携
わることを希望している。目下の目標は東京の音読会と陸前高田の音読会の規模を人
数ベースで同じ程度にまでしたいと考えている。東京は手段と目的がはっきりしてい
て、代表理事という魅力的な方からビジネス英語を学べるため、音読会の参加者の満
足度は高い。そのため、友人を介さないと参加できないにも関わらず、人集めに苦労
していない。そこで集まった人的パワーを、財政のみならず、人的支援で「ふれあい
基金」の復興支援をさらに厚いものにしていきたいと考えている。 
 
②高橋さんの組織内ポストと活動のモチベーションを教えて下さい。 
肩書はチャリティー“ほろ酔い”英語音読会の「事務局長」である。代表理事は
「Komo’s 英語音読会＠陸前高田」に深くコミットしているため、東京の組織・事務
運営そのものにはあまり言及しない。英語音読会に限らず、「やりたいから」やって
いることがモチベーションの源流であるが、代表理事のように目的に対して熱い努力
人が好きで、その古森氏を支援できることがモチベーションである。 
また、本職である建設業には様々な職人が必要であるが、東北出身者が多い。「は
なそう基金」の活動を支援することは、建設業を支援することと同義であるとも捉え
ていることもモチベーションの一つである。 
 
（２）社外組織での過去について教えて下さい。 
①所属のきっかけ、入会（入団）当時の目的と現在までの経過を教えて下さい。 
きっかけは代表理事がビジネス英語習得法に関する書籍を出版したことにはじまる。
ビジネス英語の習得にあたっては、徹底した音読と、語彙の充実、音楽や文章に対す
る感動による学習を、大前提として小さな努力をもってして愚直に継続的に行い続け
ることを主張する内容である。当時、代表理事は震災前から東京で、知人や仕事を介
して知り合ったビジネスパースンに対して、英語音読会を小さなコミュニティーで不
定期に開催していた。本や音読会、内容にまつわるエピソードを紹介する代表理事と
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セミナーで知り合い、自分の知人にも紹介し始めたことが端緒である。当初は紹介す
る程度のコミットで、求めに応じて手伝いをする程度の対応であった。 
代表理事が「はなそう基金」を設立したころから、ビジネスパーソン同士の英語音
読会を軸とした小規模な勉強会であった東京で英語学習の動きを、「Komo’s 英語音
読会＠陸前高田」につなげようとする動きへシフトしていった。シフトしたころから
2年間、今に至るまで、事務局としての深いコミットをしている。 
 
②高橋さんの組織社会化、コミットメント、プロアクティブ行動化の経験と過程を教
えて下さい。 
設立当初の事務局であるため、代表理事の周りの方々と共に、「チャリティー“ほ
ろ酔い”英語音読会」を作り上げていく過程で社会化していった。同様に、熱く努力
される代表理事の目標と目的達成をサポートするために、組織拡大、運営基盤整備を
整備していく過程で深くコミットしていき、プロアクティブ行動になったと考える。 
約 2 年前のこの時期、社外活動に対しては、他も含めて、プロアクティブ行動性を
高めていった時期でもあった。もともと 24 時間働くことも厭わない企業戦士を自覚し
ていたが、体調を崩し、選択して従事していた建築現場の監督業から離れて、本社勤
務となっていた。監督業と本社勤務とのギャップもあり、建設という仕事と仕事との
かかわり方を見直すために外に目を向け始めた時期であったことも大きい。人間は一
生仕事をすべき存在であるという持論があり、衣食住環境の深化にかかわることが人
類への貢献へとつながると深く意識している。そのため、建設業という仕事から離れ
るつもりはないし、最後は建設業という仕事がどうあるべきで、どのようにかかわっ
ていけるかを思案するための社外活動だと考えている。時が来れば建設業に再びフル
コミットすることになると考えている。 
 
③過去の組織内コンフリクトや課題の解決方法 
東京の小さな音読会のコミュニティーを「Komo’s 英語音読会＠陸前高田」、「は
なそう基金」への財的、人的支援資源供給原としていく過程で、組織を拡大していっ
た。目的達成のために必要であった代表理事の被災地復興支援の意思に深く同意する
参加者による組織の拡大は、代表理事と小さなコミュニティーでの時間を大事にした
い方々とは意見が合わない事象を引き起こしたのも事実である。自然と公式な音読会
からは身を退けて、代表理事とは別に親睦を深められる方もいたし、どうしても方法
論で意見の折り合いがつかない場合は、身を退いていただくこともあった。事務局長
という肩書は、2013 年の AnnualReport で初めて使用したが、結果論で頂いたもので
あり、実際今も権威的裏付けはないが、発展やコンフリクトの過程では特に権威的裏
付けはなにもなかった。 
また、現在の参加者に対しても、東北への財的のみならず、人的支援が目的である
ことは毎回説明している。魅力的な人々が作る魅力的な会にしていくため、しつこく
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説明している。賛否はあるだろうが、どのようにすれば東北支援ができるだろうかと
考えてきた参加者にとっては良いきっかけになっていると思う。 
目的や目標達成のために熱くなりすぎるきらいがあるのは自覚しているが、その性
格が、英語音読会のみならず、どこにいても運営者目線での感覚になっていくことが
背景にある。また、建設現場監督の経験が大きい。 
 
（３）社外組織の未来について教えて下さい。 
①いつまで、どういう理由で今の社外組織の活動を続けますか。 
代表理事が最低 10 年続けることを宣言しているし、またそういう宣言をすると考え
ているため、その流れの中でコミットできる限り続ける。 
 
②今後、組織をどうしたいか、またその過程で自分がどうありたいですか。 
長期的な視野に立つと、年をとる以上、事務局長を長くやってはならないと考えて
いるし、それは代表理事自身も同じだと考えている。社外活動は参加者にとって、非
日常の空間。参加する時点で、本職や家族といった他のコミュニティーとの壁がある
状態で参加している。現在、幹事グループを形成してサポート体制ができてきている
が、幹事たちがそれぞれの既存組織の壁を壊してコミットしていこうとはしていない。
考え方を強制できないが、自分の軸で、組織の壁を越えた言動ができる方にお願いし
たい。現状は難しいが、重要な仕事だと認識している。 
 
③組織を離れることになったら、違う組織を見つけますか。 
もともと、建設業自体と建設の仕事とのかかわり方を見直すために社外活動にエネ
ルギーを向け始めたきっかけがある。従って、時期が来たら、会社という意味ではな
く、建設業に振り替えることになると考えている。 
 
設問２：高橋さんの勤務先について教えて下さい。 
（１）勤務先での現在、過去、未来について教えて下さい。 
①勤務先組織、ポスト、プロアクティブ行動のモチベーション（現在）を教えて下さ
い。 
大手の建設会社に勤めており、現在は総建設費を算出する積算の仕事に従事してい
る。主任職であり、制度上の部下はいなが、部署の若手や新入社員の教育係をしてい
る。通常建設には、短くても 1 年、概ね 2 年は工期を費やすが、積算は一つの案件を
1 週間から 2 週間程度で対応するため、数多くの物件や案件に触れることができる点
には魅力を感じている。 
今現在の業務というよりも、建設業自身に対する思い入れや、仕事そのものや、や
らなければならないタスク、時間の価値という意味でプロアクティブ行動力が出てい
ると認識している。 
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②組織社会化、組織コミットメント、プロアクティブ行動化の過程（過去）について
教えて下さい。 
入社を決めたのは、理系だったこともあるが、もともとは両親が、普遍的にかつ半
永久的に世の中に貢献できる仕事として銀行か建設業を勧めていたことが背景にある。 
入社時の選択として、現場監督の道と研究職の道があったが、現場監督を選んだ。
研究職ではダイナミズムを感じられないと考えたし、リアルな物づくりがしたいと思
ったためである。現場監督の仕事では毎日ワクワクした日々を過ごせた。自分の意思
決定でたくさんの人が動き始め、オペレーションが回り始める。現場が毎日変わり続
けて、完成物に至る。目の前の仕事がとにかく楽しかったし、自分が頑張ればみんな
が幸せになれると思っていた。理系としての業務については、ほとんど頭を悩ますこ
とはなく、考え方に慣れていた分、オペレーションマネジメントに魅了されていた。
父親が自衛官であり、組織に関する事前知識の多かったことで、組織運営の魅力は人
よりも多く感じていたことも背景にある。 
当時は極度な従来型企業戦士だった。結婚してからも 29 歳で体調を崩すまで、寝る
為だけに帰宅していたし、24 時間働いている気持ちで従事していた。体調を崩して、
24 時間働けなくなって、仕事を俯瞰して、建設業そのものや人類にとっての仕事につ
いて考え始めた。 
 
③今後のキャリアについての考え（未来）はありますか。 
会社の同世代が 20 代後半のころの自分と重なって見えるし、生き方に関する考えの
めぐらせ方は 40 代半ば以降の方々と似ていると思っている。大手建設業が、求めに応
じて旧態依然とした立派な建物を建てるだけではなく、人類の根本的な価値である衣
食住に対する満足度を高め、世の中に新たな価値を提供するにはどのようにあるべき
かと考えている。またそのあるべき価値の提供主体として、会社がどのようにあるべ
きか、またそのためにどのように変わるべきか、そして、どのようにしたら変えられ
るのかを考えている。さらに、その動きの中で自分には何ができて、どのようにかか
われるのかということである。建設業と働き方について、今は見直す時期に入ってい
る。もちろん、会社自体は非常に良い会社だと考えているし、世の中のニーズに応え
続けようとしてはいるが、建物ばかりでは建設業の先はないと考えている。全人類的
に一生働ける仕組みが必要と考えているため、一つの期間に一つの会社での所属とい
う考え方になじまないが、今の会社でその時期を迎える場合、どちらにしても覚悟が
必要だと考えている。 
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（２）社内でのプロアクティブ行動について教えて下さい。 
①社内コンフリクトや目の前の課題の発見、解決に関する考え方について教えて下さ
い。 
コンフリクトはなかった。現場と同僚には思ったことを口に出していたが、結果が
出ていたため、上司は認めてくれていた。自分が感じた価値が正しいと感じていて、
反発もあったのかもしれないが、結果を出すために時間をかければできることは何で
もやったし、そのための努力は一切惜しまなかった。人に動いてもらうことも自然と
できたし、現場はうまく回った。 
体調を崩したことで 24 時間働けなくなって本社に異動した際、違う価値観に出会っ
た。現場時代は工期を短くすることが至上の価値であったし、そのために必要な職人
集団への要請も厳しく当たっていた。本社ではさまざまな価値が併存し、なじむのに
苦労した時期はあった。ただし、その価値の多様性に触れ合うという変化が、社内外
問わずに大きな収穫となった。 
社内におけるプロアクティブ行動力は、もともとのプロアクティブな性格が背景に
あると考える。目の前の課題は絶対にやり切るし、課題解決を前提とした目標とはそ
ういうものだと認識している。仕事はいつでも即座に対応し、生産性も高かった。ま
た、目標は他の人より常に高く設定している。既存の枠組みを超えた目標であるため、
理解されないこともあるが、気にしていない。反面、できる人とできない人によって
態度を変えてしまうきらいがあるのは日々反省をしている。実は、帝国海軍某中将が
由来である自分の名前に対しての両親の想いと自分自身の誇りも大きい。 
 
設問３：社外活動と社内活動の互いの影響について教えて下さい。 
（１）両サイドのそれぞれの好影響について教えて下さい。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面はありますか。 
取得スキルも、組織マネジメントも、先に現場監督の経験や、本社へ異動した際に
感じた価値の多様性への対応の経験が社外組織の運営に生きている。また、会社組織
では検証する機会があまりないことが、社外組織で検証できることが多い。特に感じ
ているのは、色々な価値観の存在を認識し、取りまとめて、次のエネルギーに転化し
ていく過程である。その流れで、精神的な部分でも変化があった。多種多様な背景を
持った人々が、多種多様な価値観の中で、多種多様な目的をもって動いていくことに
よってしか成立しないことがあると感じるようになった。従来型企業戦士のころは全
てのタスクは全て自分が主体的になってやり切らなければならないと考えていたし、
実践してきたが、本社への異動を経て社内外と多くの交わりを通して、自分一人では
何もできないと周りに言えるになった。価値の受け入れと自分一人でやり切ろうとす
ることをあきらめることを覚えた。自分の力はたいしたことないと俯瞰できるように
なって、気を緩めることができるようになったし、視野が大きく広がったと認識して
いる。英語音読会には明確な目標があるが、そうでない社外組織もある。そこでは、
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常に目標を設定して邁進してきたやり方ではなじまない。今最高だと思える形を継続
していくことが最良だと感じているし、目標設定がいらない状況を経験している。 
 
②勤務先の反応はありますか。 
社内で褒められることないし、壮年世代からは反応もあまりない。賛否はあるが、
特に若い世代に対しては、社外の価値観の受け入れの重要性に関心が高く受けてもら
えている。 
 
（２）両サイドのそれぞれの悪影響について教えて下さい。 
①取得スキル、組織マネジメント、精神的側面はありますか。 
能力面、精神面ではない。家族にも時間を使っているし、取り巻く環境の全体的な
付加価値は向上したと考えている。 
 
②勤務先の反応はありますか。 
同期より出世が多少遅れているのは事実であるが、気にしていない。終業後の活動
については、会社は指摘しないが、特定の社外活動では就業前から定期会合があり、
さすがに指摘された過去はある。 
 
5.3 定量分析と定性分析結果からの考察 
インタビューによる定性分析の目的は下記のとおりであった。 
（1）定量分析の結果が概ね正しいことを支持するか。 
（2）定量分析では見えなかった「マルチプロアクティブ」に共通する特徴がある
か。 
以上の（1）、（2）について、順番に考察していく。 
  
（１）定量分析の結果が概ね正しいことを支持するか。 
定量分析の結果の中でも最も信頼性の高い分析結果は、重回帰分析でも支持され、
かつ、「社外あり」と「社外なし」の一元配置分散分析の結果でも、有意な差である
とされた尺度の「マルチプロアクティブ」の数値ついての優位性である。すなわち、
プロアクティブ性格性、レジリエンス力、会社組織プロアクティブ性、誠実性、同調
性の「マルチプロアクティブ」の数値である。いずれの数値も「社内外プロアクティ
ブの四象限」のタイプ別の平均値では最高得点をマークしている。 
インタビューを実施した 3 氏は第一に、インタビューの依頼に対して、二つ返事で
即座に承知して頂いた。また、記述にあたっては仮名を使用しているが、本研究に実
名や所属の表現についても非常に寛容な態度をとって頂いた。そして、原稿の確認に
際しては、執筆者のためになるなら深い確認は不要であるという発言も共通していた。
さらに、勤務先でのプロアクティブ性に関するエピソードも豊富さも共通しており、
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社外活動の有用性について、多種多様な人々との交わりやコンフリクトの経験の重要
性を主張していた。また、社内外の行動で発生する不測の事態に対して「待つこと」
や「泳がせること」、「負けどころを見つけること」、「あきらめの重要さを知るこ
と」などの「状況を俯瞰したスキル」についての重要性の主張も共通していた。以上
の結果から、プロアクティブ性格性、レジリエンス力、会社組織プロアクティブ性、
誠実性、同調性が、他のタイプと比較して高いことは支持され、定量分析結果も定性
的分析の結果によって支持されると考える。なお、定量的な分析結果は、インタビュ
ー実施後に正確に明らかになったものであり、誘導尋問ではないことを明記しておく。 
 
（２）定量分析では見えなかった「マルチプロアクティブ」に共通する特徴があるか。 
3 氏に共通していた最も特徴的な共通点は、「境目のない熱意」である。プロアク
ティブ性格性の高さによって説明されてしまう部分はあるが、勤務先と社外活動の「業
務」について同じ考え方と生産性と熱意で対応しようとする点である。緊急性や命令
の発信元によって優先順位をつけることはやむをえないものの、目の前の課題に対し
て、主体的に解決しようとする姿勢を社内と社外で変えていない。また、仕事に対す
るビジョンも、社外活動に対するビジョンもはっきりしており、それぞれ哲学的な思
想を持って関わっている点も共通点であった。一言で表現するならば、「情熱家」と
いう特徴である。 
 
6. 結論  
6.1 研究結果活用法に関する所見 
本研究の最終目的は、本研究での定量・定性の両調査結果を応用して、企業組織が
「現代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスクを加味した尺度」を策定し、社内外
の有能な人材の活用・登用に関する新たな手法を提言することにある。以上の研究目
的の達成を通じ、企業組織が持続可能な競争力を維持、向上させるために必要な労働
環境システムを構築することの一助になることである。 
最終目的には遠く及ばないものの、本研究で明らかになった結果がどのように現実
社会で受け入れられるかは非常に重要である。そこで、定性調査の延長として、イン
タビュー終了後に、3 氏には定量分析によってある程度判明していた「マルチプロア
クティブ」の有用性について説明した。その結果、次のような反応を頂いた。 
 
（１）前田氏 
「マルチプロアクティブ」の存在を知り、その人材の有用性が高いケースがあるこ
とは理解した。仕事満足度やキャリア満足度が尺度として加われば人事としては有用
性の高いデータになると考える。今の段階で具体的に施策に使えるとするならば、当
社で課題となっている時間外労働のマネジメントについてである。当社の社員には「従
来型企業戦士」が大量にいて、彼ら自身も一人一人が非常に貴重な人材であることは
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事実である。しかしながら、現社会にあっては、仕事ばかりが全てではなく、長期的
なキャリアで見た時の成長を目指してほしい気持ちがある。それは当社の長い目で見
た人材育成政策に根ざすものでもある。 
時間外労働が多い部署に対しては、今回の研究データや、モデルケースとして社外
活動に取り組み、生活の充実感にみなぎっていて、かつ、業績も調子の良い社員を積
極的に紹介することで、バランサーとして良い牽制になると考えている。 
 
（２）村山氏 
データでも明らかではあるが、それを根拠にしなくとも社外活動に取り組んでほし
い。趣味もなく、土日も学校に出ている教員がいる。問いただしてみると、特に仕事
が忙しいとは思えず、やることがないから無理やり仕事を作って出勤しているケース
も目立つ。教職公務員には時間外労働手当という概念がないことも状況を助長してい
る可能性がある。教員を取り巻く環境は非常に複雑である。複雑な環境を理解してい
くためにも、社外活動に取り組んでほしい。勉強しようとして社外活動をする必要は
ないので、趣味の延長で様々な社会背景を知ってほしい。ただし、日本人の総合職の
多くが社外活動に取り組めていないことを考えると、日本の労働システムに課題があ
ると感じる。そのように考えると、雇用者側の問題である。 
 
（３）高橋氏 
現在、英語音読会には女性会員が多い。そういう意味で、バイタリティーにあふれ
た男性を呼び込みたい。自分が「従来型企業戦士」であったことも踏まえて、企業現
場の最前線で働く「従来型企業戦士」に「マルチプロアクティブ」の勧めができたら
良いと思う。20 代に無我夢中に一生懸命に働くのも否定はしないが、それだけではも
ったいないことを伝えたい。 
 
以上の聴取結果からわかることは、3 氏が本研究のデータを見る前から社外組織活
動の取り組みに肯定的であったことを背景にして事例紹介のしやすさを挙げたことか
ら、本研究には材料的、資料的使命があることである。従って、定性的にしか感じる
ことのできなかった社外組織活動の有用性に、定量的な情報を提供することで社外組
織活動での取り組みに肯定感を与え、「使いやすい」資料となっていくことに重点を
置くことが求められるのである。そのため、本研究結果を広く認知されることを目的
として、広く紹介していく。 
 
6.2 総括‐現代社会で戦う企業組織における本研究結果の意味 
最後に、本研究では、「社外組織活動」の有用性が明らかになり、特に、「マルチ
プロアクティブ」の人材が、企業組織にとって付加価値の高い人材であることが明ら
かになった。また、定性的な分析結果からも、社外組織活動を肯定する取り組みが、
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企業組織の持続可能な競争力を維持、向上させるために必要な労働環境システムを構
築することにつながることを示唆した。 
第１章にて既述の通り、労働の多様性はますますの広がりを見せており、企業組織
は、戦略的に労働力市場環境に順応し、持続可能な模倣困難性の高い競争力を築き上
げていく必要がある。つまり、労働力の多様性の現状再認識や、今後の展開を予測し、
ターゲットとなる社内外の「人的資源」の再発掘と育成に努めなければならない。そ
のためには、「現代的かつ、将来の人的資源の性質変動リスク」を加味した上で人材
活用基準の尺度を整理し、その尺度に基づいた組織構築戦略策定が肝要となる。今後、
本研究結果の当事者として執筆者自身が「マルチプロアクティブ」であることを目指
して意識的に変化、維持、継続することに自ら努めていくことで、本研究の信憑性を
担保するとともに、企業組織の持続可能な模倣困難性の高い競争力を模索し続けるた
めに、「社外組織活動」の有用性を主張していく所存である。 
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Appendix 
 
  ■ 社外活動者の属性 
 
